
. .

工　　　種 基本事項（設計表示単位及び数位）

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

新規追加

新規追加

新規追加

１－１－１

積算上の注意事項

（控え頁）

１／４

[別表－１]

細             別 単 位 数 位 備             考

土工 掘削 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満及び岩の場合は10ｍ3

土工 掘削（ 砂防） ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満及び岩の場合は10ｍ3

土工 河床等掘削 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 掘削（光ケーブル配管） ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 整地 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 押土（ルーズ） ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 押土（ルーズ）砂防 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 積込（ルーズ） ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 積込（ルーズ）砂防 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 土砂等運搬 ｍ3 10
土工 土砂等運搬（砂防） ｍ3 10
土工 路体（築堤）盛土 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 路床盛土 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 整地 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 押土（ルーズ） ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 押土（ルーズ）砂防 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 積込（ルーズ） ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 積込（ルーズ）砂防 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 土砂等運搬 ｍ3 10
土工 土砂等運搬（砂防） ｍ3 10
土工 土材料 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 法面整形 ｍ2 10

土質

法面整形工 現場制約の有無

（盛土部：）法面締固めの有無

（切土部：）土質

土質

土質

土質 作業内容

土質 作業内容

土質

土質

土質

（路体・路床）盛土工 施工幅員

施工幅員

作業区分

作業区分

土質

土質

土質 作業内容

土質 作業内容

種             別 規             格

掘削工 土質 施工方法 押土の有無 障害の有無

施工数量

土質 押土の有無 障害の有無 火薬使用

土質 施工方法 押土の有無 障害の有無

施工数量

土工 掘削工（ＩＣＴ） 掘削（ＩＣＴ）  土質

 施工方法

 障害の有無

 施工数量

ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満及び岩の場合は10ｍ3

土工 （路体・路床）盛土工（ＩＣＴ） 路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 施工幅員 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 路床盛土（ＩＣＴ） 施工幅員 ｍ3 100 ただし1,000ｍ3未満の場合は10ｍ3

土工 法面整形工（ＩＣＴ） 法面整形（ＩＣＴ） （盛土部：）法面締固めの有無

（切土部：）土質

ｍ2 10



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

新規追加

１－１－６

積算上の注意事項

（控え頁）

２／４

工　　　種 基本事項（設計表示単位及び数位）

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

細             別 単 位 数 位 備             考

石・ブロック積(張) 石積(張)・コンクリートブロック基礎 ｍ 1

石・ブロック積(張) 各種石・ブロック積(張) ｍ2 1

石・ブロック積(張) 間知ブロック張 ｍ2 1

石・ブロック積(張) 目地板 ｍ2 1
石・ブロック積(張) ブロック植栽 本 1
石・ブロック積(張) 天端コンクリート ｍ3 1
石・ブロック積(張) 基礎砕石（基礎材） ｍ2 10 ただし100ｍ2未満の場合は1ｍ2

石・ブロック積(張) 小口止コンクリート ｍ3 1
石・ブロック積(張) 養生費 ｍ3 1
舗装工 不陸整正 ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 調整コンクリート ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 橋面防水 ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 下層路盤（車道・路肩部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 下層路盤（歩道部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 上層路盤（車道・路肩部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 上層路盤（歩道部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 路盤 ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 フィルター層 ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

路盤材種類 路盤材規格 仕上り厚

材料種類 仕上り厚

橋面防水工 防水工種類

舗装工 路盤材種類 路盤材規格 仕上り厚

路盤材種類 路盤材規格 仕上り厚

路盤材種類 路盤材規格 仕上り厚

路盤材種類 路盤材規格 仕上り厚

基礎材規格（砕石の場合等） 敷厚

コンクリート規格

養生工の種類

舗装準備工 補足材有無 補足材種類・規格 補足材

整正厚

コンクリート規格 敷厚

ブロック規格 ブロック質量

ブロック規格 裏込材規格

胴込・裏込コンクリート規格 遮水シート

の有無

目地板の種類

樹木名

コンクリート規格

種             別 規             格

石・ブロック積(張)工 コンクリート規格 底幅

高さ

舗装工 舗装準備工（ＩＣＴ） 不陸整正（ＩＣＴ） 補足材有無

補足材種類・規格

補足材整正厚

ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2



. .

工　　　種 基本事項（設計表示単位及び数位）

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

１－１－７

積算上の注意事項

（控え頁）

３／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

新規追加

細             別 単 位 数 位 備             考

舗装工 基層（車道・路肩部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 基層（歩道部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 中間層（車道・路肩部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 中間層（歩道部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 表層（車道・路肩部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 表層（歩道部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 排水性舗装・表層（車道・路肩部） ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 セメントミルク浸透 ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 アスファルト中間層 ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 コンクリート舗装 ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 転圧コンクリート舗装 ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 連続鉄筋コンクリート舗装 ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 縦目地 ｍ 1
舗装工 横目地 ｍ 1
舗装工 薄層カラー舗装 ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

目地材種類・厚さ

目地形式

舗装色 規格・使用

施工厚

材料種類 材料規格 舗装厚 平均幅員

コンクリート規格 舗装厚

コンクリート規格 舗装厚

コンクリート規格 舗装厚

材料種類 材料規格 舗装厚 平均幅員

材料種類 材料規格 舗装厚 平均幅員

材料種類 材料規格 舗装厚 平均幅員

材料種類 材料規格 舗装厚 平均幅員

種             別 規             格

材料種類 材料規格 舗装厚 平均幅員

料種類 材料規格 舗装厚 平均幅員

舗装工 舗装工（ＩＣＴ） 下層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ） 路盤材種類

路盤材規格

仕上り厚

ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2

舗装工 上層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ） 路盤材種類

路盤材規格

仕上り厚

ｍ2 10 ただし1,000ｍ2未満の場合は1ｍ2



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

４／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の修正

工　　　種 基本事項（設計表示単位及び数位）

  

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

種 別 細 別 規 格 単 位 数 位 備 考

付属施設 距離標 作業区分 本 1

施工区分

付属施設 道路鋲 道路鋲規格 個 1

施工区分

施工規模

付属施設 アンカーボルト 材質・径・長さ 本 1

アンカー材規格

付属施設 照明工 照明柱基礎 基礎型式 基 1

付属施設 照明柱 柱規格 基 1

付属施設 銘板工 銘板 材質 枚 1

寸法

付属施設 表示板 表示板規格 枚 1

付属施設 小型標識工 標識柱 柱規格 基 1

柱長さ

施工規模

付属施設 標識板 標識板規格 枚 1

付属施設 大型標識工 標識基礎 形式 基 1

基礎規格

付属施設 片持標識柱 柱型式 基 1

付属施設 門型標識柱 スパン長 基 1

型式

付属施設 標識板 標識板規格 枚 1

付属施設 着雪防止板 板規格 枚 1
3 3 3付属施設 道路植栽工 植樹帯盛土 土質 ｍ 100 ただし1,000ｍ 未満の場合は10ｍ

付属施設 植樹 樹木規格 本 1

付属施設 地被類植付 種類 ｍ 12

付属施設 樹名板 樹名板規格 枚 1

付属施設 アンカー工 アンカー アンカーボルト規格 本 1

付属施設 アンカー(プレキャストコンクリート板) 材質・径・長さ 本 1

アンカー材規格

付属施設 アンカー足場 空ｍ 103

付属施設 鉄筋挿入 鉄筋規格 ｍ 1

削孔長

現場条件

施工規模

付属施設 点検施設工 梯子 寸法 本 1

付属施設 ステップ ステップ規格 本 1

付属施設 蓋 蓋種類 枚 1

付属施設 グラウトホール工 グラウトホール 径 組 1

長さ

付属施設 観測施設工 量水標 量水標規格 箇所 1

種 別 細 別 規 格 単 位 数 位 備 考

付属施設 距離標 作業区分 本 1

施工区分

付属施設 道路鋲 道路鋲規格 個 1

施工区分

施工規模

付属施設 アンカーボルト 材質・径・長さ 本 1

アンカー材規格

付属施設 照明工 照明柱基礎 基礎型式 基 1

付属施設 照明柱 柱規格 基 1

付属施設 銘板工 銘板 材質 枚 1

寸法

付属施設 表示板 表示板規格 枚 1

付属施設 小型標識工 標識柱 柱規格 基 1

柱長さ

施工規模

付属施設 標識板 標識板規格 枚 1

付属施設 大型標識工 標識基礎 形式 基 1

基礎規格

付属施設 片持標識柱 柱型式 基 1

付属施設 門型標識柱 スパン長 基 1

型式

付属施設 標識板 標識板規格 枚 1

付属施設 着雪防止板 板規格 枚 1
3 3 3付属施設 道路植栽工 植樹帯盛土 土質 ｍ 100 ただし1,000ｍ 未満の場合は10ｍ

付属施設 植樹 樹木規格 本 1

付属施設 地被類植付 種類 ｍ 12

付属施設 樹名板 樹名板規格 枚 1

付属施設 アンカー工 アンカー アンカーボルト規格 本 1

付属施設 アンカー(プレキャストコンクリート板) 材質・径・長さ 本 1

アンカー材規格

付属施設 アンカー足場 空ｍ 103

付属施設 鉄筋挿入 鉄筋規格 ｍ 1

削孔長

現場条件

施工規模

付属施設 点検施設工 梯子 寸法 本 1

付属施設 ステップ ステップ規格 本 1

付属施設 蓋 蓋種類 枚 1

付属施設 グラウトホール工 グラウトホール 径 組 1

長さ

付属施設 観測施設工 量水標 量水標規格 箇所 1

本



. .

１－２－２

積算上の注意事項

（控え頁）

１／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の追加

工　　　種  土工

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

2 章 土工 

2．１ 土工 

 ２．１．１ 土工 

 １．適用 

 河川、道路工事における土工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 掘削、掘削(ＩＣＴ)、土砂等運搬、整地、路体(築堤)盛土、路体(築堤)盛土(ＩＣＴ)、路

床盛土、路床盛土(ＩＣＴ)、押土(ルーズ)、積込(ルーズ)、人力積込、転石破砕、残土等処

分の土量を区分ごとに算出する。 

 

 （１）掘削・床掘り（下図参照） 

「掘削」とは、現地盤線から施工基面までの土砂等を掘り下げる箇所であり、「埋戻し」を

伴わない箇所である。 

また、「床掘り」とは、構造物の築造又は撤去を目的に、現地盤線又は施工基面から土砂

等を掘り下げる箇所であり、「埋戻し」を伴う箇所である。 

 

（道路） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）１．Ｂ’領域については、実作業は「掘削」行為となるが、数量算出上は、「床掘」

として算出するものである。 

２．床掘りＢ’は、施工基面より下の部分Ｂと区分して数量をとりまとめる。 

作業土工      床掘       ：Ｂ 領域 

                  床掘（掘削）：Ｂ’領域 

        

 

 

 

 

2 章 土工 

2．１ 土工 

 ２．１．１ 土工 

 １．適用 

 河川、道路工事における土工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 掘削、土砂等運搬、整地、路体(築堤)盛土、路床盛土、押土(ルーズ)、積込(ルーズ)、人

力積込、転石破砕、残土等処分の土量を区分ごとに算出する。 

 

 （１）掘削・床掘り（下図参照） 

「掘削」とは、現地盤線から施工基面までの土砂等を掘り下げる箇所であり、「埋戻し」を

伴わない箇所である。 

また、「床掘り」とは、構造物の築造又は撤去を目的に、現地盤線又は施工基面から土砂

等を掘り下げる箇所であり、「埋戻し」を伴う箇所である。 

 

（道路） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）１．Ｂ’領域については、実作業は「掘削」行為となるが、数量算出上は、「床掘」

として算出するものである。 

２．床掘りＢ’は、施工基面より下の部分Ｂと区分して数量をとりまとめる。 

作業土工      床掘       ：Ｂ 領域 

                  床掘（掘削）：Ｂ’領域 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



. .

１－２－８

積算上の注意事項

（控え頁）

２／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

新規追加

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

工　　　種  土工

 （１）掘削 

 

１）断面積（道路） 

下記の項目に区分して算出する。 

 

掘 削   オープンカット（土砂の場合、押土の有無） 
  

   片切掘削 
  

   水中掘削 
   
   現場制約あり 
   
   上記以外（小規模） 
   
 

掘削（ＩＣＴ）   オープンカット 
  

   片切掘削 
  

 

ａ）オープンカット 

「オープンカット」は、下左図に示すような切取面が水平もしくは緩傾斜をなすように

施工できる場合で、切取幅５ｍ以上、かつ延長２０ｍ以上を標準とする。 

ｂ）片切掘削 

「片切掘削」は、下中図および下右図に示すような切取幅５ｍ未満の領域Ｂを施工する

場合とする。 

ｃ）水中掘削 

「水中掘削」は、土留・仮締切工の施工条件において掘削深さが 5ｍを超える場合，又

は掘削深さが 5ｍ以内でも土留・仮締切工の切梁等のためバックホウが使用できない場

合で水中の掘削積込作業。 

ｄ）下中図に示すような箇所にあっても、地形及び工事量等の現場条件を十分考慮の上、

前述のオープンカット工法が可能と判断される場合はオープンカットを適用する。 

 
 

ｅ）「現場制約あり」は、機械施工が不可能な場合に適用する。 

ｆ）上記以外（小規模）は、１箇所当り施工量が 100m3以下の掘削・積込み作業,又は施工

量が 100m3以上で現場が狭隘の場合の掘削・積込み作業の場合に適用する。 

（１）掘削 

 

１）断面積（道路） 

下記の項目に区分して算出する。 

 

掘 削   オープンカット（土砂の場合、押土の有無） 
  

   片切掘削 
  

   水中掘削 
   
   現場制約あり 
   
   上記以外（小規模） 
   
 

ａ）オープンカット 

「オープンカット」は、下左図に示すような切取面が水平もしくは緩傾斜をなすように

施工できる場合で、切取幅５ｍ以上、かつ延長２０ｍ以上を標準とする。 

ｂ）片切掘削 

「片切掘削」は、下中図および下右図に示すような切取幅５ｍ未満の領域Ｂを施工する

場合とする。 

ｃ）水中掘削 

「水中掘削」は、土留・仮締切工の施工条件において掘削深さが 5ｍを超える場合，又

は掘削深さが 5ｍ以内でも土留・仮締切工の切梁等のためバックホウが使用できない場

合で水中の掘削積込作業。 

ｄ）下中図に示すような箇所にあっても、地形及び工事量等の現場条件を十分考慮の上、

前述のオープンカット工法が可能と判断される場合はオープンカットを適用する。 

 
 

ｅ）「現場制約あり」は、機械施工が不可能な場合に適用する。 

ｆ）上記以外（小規模）は、１箇所当り施工量が 100m3以下の掘削・積込み作業,又は施工

量が 100m3以上で現場が狭隘の場合の掘削・積込み作業の場合に適用する。 



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

新規追加

１－２－11

積算上の注意事項

（控え頁）

３／４

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

工　　　種  土工

ｂ）低水敷部分 

低水路法線の距離を標準とする。ただし、曲線部でそれが不適当と判断される部分につ

いては、平均距離とする。  

なお、水路等全断面掘削の場合は、下図のように中心線の距離を標準とする。 

 

 

 （２）盛土 

 

１）断面積（道路） 

下記の項目に区分して算出する。（下図参照） 

 

 

※ 土羽土Ｖ(ｍ３)＝Ａ(ｍ２)×０．３(ｍ) 

 

ａ）土羽土と路体等の材料が異なる場合 

 

①路体盛土 

②路床盛土 

③歩道盛土 

④土羽土 

⑤畦畔盛土 

 

ｂ）土羽土と路体等の材料が同一の場合 

 

 

①路体盛土 

②路床盛土 

③路肩盛土 

④土羽土 

⑤畦畔盛土 

 

 

注）１．路床は、必要に応じて、上部路床と下部路床に区分して算出する。 

２．畦畔盛土は、必要に応じ計上する。 

３．土羽土は、下記により必要に応じて区分して算出する。 

① 法面工が種子帯工及び筋芝の場合は、土羽土と路体等盛土が同一材料であ

っても区分する。 

路体（築堤）盛土 

路床盛土 

小規模 

現場制約あり 

土羽土（必要により） 

盛土 

路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 

路床盛土（ＩＣＴ） 

ｂ）低水敷部分 

低水路法線の距離を標準とする。ただし、曲線部でそれが不適当と判断される部分につ

いては、平均距離とする。  

なお、水路等全断面掘削の場合は、下図のように中心線の距離を標準とする。 

 

 

 

 （２）盛土 

 

１）断面積（道路） 

下記の項目に区分して算出する。（下図参照） 

 
 

※ 土羽土Ｖ(ｍ３)＝Ａ(ｍ２)×０．３(ｍ) 

 

ａ）土羽土と路体等の材料が異なる場合 

 

①路体盛土 

②路床盛土 

③歩道盛土 

④土羽土 

⑤畦畔盛土 

 

ｂ）土羽土と路体等の材料が同一の場合 

 

 

①路体盛土 

②路床盛土 

③路肩盛土 

④土羽土 

⑤畦畔盛土 

 

 

注）１．路床は、必要に応じて、上部路床と下部路床に区分して算出する。 

２．畦畔盛土は、必要に応じ計上する。 

３．土羽土は、下記により必要に応じて区分して算出する。 

① 法面工が種子帯工及び筋芝の場合は、土羽土と路体等盛土が同一材料であ

っても区分する。 

② ①以外の法面工の場合は、土羽土と路体等盛土が同一材料でない場合に区

分する。 

路体（築堤）盛土 

路床盛土 

小規模 

現場制約あり 

土羽土（必要により） 

盛土 



. .

１－２－12

積算上の注意事項

（控え頁）

４／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

新規追加

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

工　　　種  土工

② ①以外の法面工の場合は、土羽土と路体等盛土が同一材料でない場合に区

分する。 

 

また、路体（築堤）盛土は施工幅員、路床盛土は平均幅員により下記のとおり区分して

算出する。 

①２．５ｍ未満 

②２．５ｍ以上４．０ｍ未満 

③４．０ｍ以上 

 

 

 

２）断面積（河川） 

「２．数量算出項目（２）盛土」を参照の上算出する。 

ただし、土羽土を計上する場合の堤体盛土量は、下記により算出する。 

 

盛 土   路体（築堤）盛土 
  

   土羽土（必要により） 
   
   路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 
   

 

路体（築堤）盛土 Ｖ０＝全体盛土Ｖ－Ｖ１ 

土 羽 土 Ｖ１＝Ａ(ｍ２)×０．３(ｍ) 

面 積 Ａ ＝平均法長（）×延長（Ｌ） 

 

また、路体（築堤）盛土は、施工幅員により下記のとおり区分して算出する。（ １）断

面積（道路）参照） 

①２．５ｍ未満 

②２．５ｍ以上４．０ｍ未満 

③４．０ｍ以上 

また、路体（築堤）盛土は施工幅員、路床盛土は平均幅員により下記のとおり区分して

算出する。 

①２．５ｍ未満 

②２．５ｍ以上４．０ｍ未満 

③４．０ｍ以上 

 

 

 

２）断面積（河川） 

「２．数量算出項目（２）盛土」を参照の上算出する。 

ただし、土羽土を計上する場合の堤体盛土量は、下記により算出する。 

 

盛 土   路体（築堤）盛土 
  

   土羽土（必要により） 
   

 

路体（築堤）盛土 Ｖ０＝全体盛土Ｖ－Ｖ１ 

土 羽 土 Ｖ１＝Ａ(ｍ２)×０．３(ｍ) 

面 積 Ａ ＝平均法長（）×延長（Ｌ） 

 

また、路体（築堤）盛土は、施工幅員により下記のとおり区分して算出する。（ １）断

面積（道路）参照） 

①２．５ｍ未満 

②２．５ｍ以上４．０ｍ未満 

③４．０ｍ以上 

 

 

 



. .

１－２－22

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

新規追加

新規追加

語句の追加

工　　　種  法面整形工

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

２．３ 法面整形工 

 

 １．適用 

盛土法面整形工及び切土法面整形工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

法面整形の面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、法面締固めの有無、現場制約の有無、土質とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

法面締固

めの有無 

現場制約

の有無 
土 質 単位 数 量 備 考 

法面整形 
切土部 － ○ ○ ｍ2   

盛土部 ○ ○ ○ ｍ2   

法面整形 

（ＩＣＴ） 

切土部 － － ○ ｍ2   

盛土部 ○ － ○ ｍ2   

 

 

 （２）土質区分 

土質による区分は、下表のとおりとする。 

土質 

項目 

砂・ 

砂質土 
粘性土 レキ質土 軟岩Ⅰ 軟岩Ⅱ 

中硬岩・ 

硬岩 

法面整形 

切土部 

現場制約 

無し 
○ ○ × 

現場制約 

有り 
○ ○ 

盛土部 

現場制約 

無し 
○ × 

現場制約 

有り 
○ × × 

法面整形 

（ＩＣＴ

） 

切土部 － ○ ○ × 

盛土部 － ○ × 

 

２．３ 法面整形工 

 

 １．適用 

盛土法面整形工及び切土法面整形工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

法面整形の面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、法面締固めの有無、現場制約の有無、土質とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

法面締固

めの有無 

現場制約

の有無 
土 質 単位 数 量 備 考 

法
面 整

形 

切土部 － ○ ○ ｍ2   

盛土部 ○ ○ ○ ｍ2   

 

 

 （２）土質区分 

土質による区分は、下表のとおりとする。 

 砂・ 

砂質土 
粘性土 レキ質土 軟岩Ⅰ 軟岩Ⅱ 

中硬岩・ 

硬岩 

切土部 

現場制約 

無し 
○ ○ × 

現場制約 

有り 
○ ○ 

盛土部 

現場制約 

無し 
○ × 

現場制約 

有り 
○ × × 

 



. .

工　　　種 コンクリートブロック積(張)工 

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の追加

新規追加

語句の修正

１－５－14' 

積算上の注意事項

（控え頁）

１／５

５．４  コンクリートブロック積(張)工 

 

 １．適用 

コンクリートブロック積工、コンクリートブロック張工及び緑化ブロック積工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

コンクリートブロック積、間知ブロック張、平ブロック張、連節ブロック張、緑化ブロック

積、胴込・裏込コンクリート、胴込・裏込材（砕石）、遮水シート張、吸出防止材（全面）設置

、植樹、現場打基礎コンクリート、天端コンクリート、小口止、横帯コンクリート、巻止コン

クリートの数量を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、規格、構造とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

  ①コンクリートブロック積 

区 分 

項 目 
鉄筋規格 

鉄筋 

10ｍ2当り

使用量 

単位 数量 備考 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積 ○ ○ ｍ2   

注）１．コンクリートブロック積工は、勾配１割未満、ブロック質量 150kg/個以上 2,600kg/個
以下の場合である。 

２．設置面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別途
計上する。 

３．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 
 

  ②間知ブロック張 

区 分 

項 目 

間知 

ﾌﾞﾛｯｸ 

規格 

裏込

材 

規格 

裏込材

10ｍ2当

り使用

量 

胴込･裏

込ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ規格 

胴込･裏

込ｺﾝｸﾘｰﾄ 

10ｍ2当

り使用量 

遮水 

シート

の有無 

単位 数量 備考 

間知ブロック張 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ2   

注） １．間知ブロック張工は法勾配が１割以上、ブロック質量 770kg／個以下の場合である。 
２．設置面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、横帯、天端コンクリート
は別途計上する。 

３．間知ブロック張と遮水シート張は、同施工面積とする。 

５．４  コンクリートブロック積(張)工 

 

 １．適用 

コンクリートブロック積工、コンクリートブロック張工及び緑化ブロック積工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

コンクリートブロック積、大型ブロック積、間知ブロック張、平ブロック張、連節ブロック

張、緑化ブロック積、胴込・裏込コンクリート、胴込・裏込材（砕石）、遮水シート張、吸出防

止材（全面）設置、植樹、現場打基礎コンクリート、天端コンクリート、プレキャスト基礎ブ

ロック、小口止、横帯コンクリート、巻止コンクリートの数量を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、規格、構造とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

  ①コンクリートブロック積 

区 分 

項 目 
鉄筋規格 

鉄筋 

10ｍ2当り

使用量 

単位 数量 備考 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積 ○ ○ ｍ2   

注）１．コンクリートブロック積工は、勾配１割未満、ブロック質量 150kg/個以上 2,600450kg/
個以下の場合である。 

２．設置面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別途
計上する。 

３．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 
 

  ②大型ブロック積 

区 分 

項 目 

ブロック

規格 

水抜きパイ

プの有無 
単位 数量 備考 

大型ﾌﾞﾛｯｸ積 ○ ○ ｍ2   

注）１．大型ブロック積工は、勾配１割未満、ブロック質量 4,600kg/個以下、控え長 500mm 以
上の場合である。 

２．設置面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別途
計上する。 

３．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 
 

  ②③間知ブロック張 

区 分 

項 目 

間知 

ﾌﾞﾛｯｸ 

規格 

裏込

材 

規格 

裏込材

10ｍ2当

り使用

量 

胴込･裏

込ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ規格 

胴込･裏

込ｺﾝｸﾘｰﾄ 

10ｍ2当

り使用量 

遮水 

シート

の有無 

単位 数量 備考 

間知ブロック張 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ2   

注） １．間知ブロック張工は法勾配が１割以上、ブロック質量 770kg／個以下の場合である。 
２．設置面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、横帯、天端コンクリート

は別途計上する。 
３．間知ブロック張と遮水シート張は、同施工面積とする。 



. .

工　　　種 コンクリートブロック積(張)工 

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

記載の追加

１－５－16

積算上の注意事項

（控え頁）

２／５

⑥胴込・裏込コンクリート、胴込・裏込材（砕石）、遮水シート張、吸出し防止材(全面)設置、 

   植樹 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ規格 

ﾌﾞﾛｯｸ

の種類 

胴込･

裏込材

規格 

単位 数量 備考 

胴込･裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ × × ｍ3   

胴込･裏込材(砕石) × ○ ○ ｍ3   

遮水ｼｰﾄ張 × × × ｍ2   

吸出し防止材 

(全面)設置 
× × × ｍ2   

植樹 × × × 本   

注）１．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

 

  ⑦現場打基礎コンクリート 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘｰﾄ

規格 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

打設条件 

基礎砕石 

の有無 

養生工の

種類 
単位 数量 備考 

現場打基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ ○ ○ ○ ｍ3   

 

  ⑧天端コンクリート 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘｰﾄ

規格 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

打設条件 
養生工の種類 単位 数量 備考 

天端コンクリート ○ ○ ○ ｍ3   

 

  ⑨小口止、横帯コンクリート、巻止コンクリート 

区 分 

項 目 
規格 構造 単位 数量 備考 

小口止 

○ × 

ｍ   

横帯コンクリート ｍ   

巻止コンクリート ｍ   

型枠 ｍ2   

裏込材 ｍ2   

目地材 ｍ2   

基礎砕石 ｍ2   

注）１．必要に応じて数量を項目ごとに算出する。 
２．小口止、横帯コンクリート及び巻止コンクリートについては、体積(ｍ3)も算出する

こと。 

 

 （２）規格区分 

コンクリートブロック積、コンクリートブロック張及び緑化ブロック積は、ブロックの種類、

質量、形状及び大きさごとに区分して算出する。 

小口止、横帯コンクリート及び巻止コンクリートは、形状及び寸法ごとに区分して算出する。 

 

  （３）構造区分 

空積（張）及び練積（張）に区分して算出する。 

⑥⑦胴込・裏込コンクリート、胴込・裏込材（砕石）、遮水シート張、吸出し防止材(全面)設置、 

   植樹 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ規格 

ﾌﾞﾛｯｸ

の種類 

胴込･

裏込材

規格 

単位 数量 備考 

胴込･裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ × × ｍ3   

胴込･裏込材(砕石) × ○ ○ ｍ3   

遮水ｼｰﾄ張 × × × ｍ2   

吸出し防止材 

(全面)設置 
× × × ｍ2   

植樹 × × × 本   

注）１．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

 

  ⑦⑧現場打基礎コンクリート、プレキャスト基礎ブロック 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘｰﾄ

規格 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

打設条件 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ 

基礎ﾌﾞﾛｯｸ 

規格 

基礎砕石 

の有無 

養生工の

種類 
単位 数量 備  

現場打基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ ○  ○ ○ ｍ3ｍ   

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ基礎ﾌﾞﾛｯｸ ×  ○   ｍ   

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ基礎ﾌﾞﾛｯｸ 

（材料費） 
×  ○   ｍ   

注）現場打ち基礎コンクリートは、体積(ｍ3)も算出するとともに、底幅及び高さも示す。 
 

  ⑧⑨天端コンクリート 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘｰﾄ

規格 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

打設条件 
養生工の種類 単位 数量 備考 

天端コンクリート ○ ○ ○ ｍ3   

 

  ⑨⑩小口止、横帯コンクリート、巻止コンクリート 

区 分 

項 目 
規格 構造 単位 数量 備考 

小口止 

○ × 

ｍ   

横帯コンクリート ｍ   

巻止コンクリート ｍ   

型枠 ｍ2   

裏込材 ｍ2   

目地材 ｍ2   

基礎砕石 ｍ2   

注）１．必要に応じて数量を項目ごとに算出する。 
２．小口止、横帯コンクリート及び巻止コンクリートについては、体積(ｍ3)も算出する

こと。 

 

 （２）規格区分 

コンクリートブロック積、コンクリートブロック張及び緑化ブロック積は、ブロックの種類、

質量、形状及び大きさごとに区分して算出する。 



. .

工　　　種 コンクリートブロック積(張)工 

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

記載の追加

１－５－17

積算上の注意事項

（控え頁）

３／５

４．コンクリートブロック積工の参考図 

 

正面図 

 
 

Ａ－Ａ断面 

 
 

ブロック積本体

調整コンクリート

小口止　（設計面積に含めない）

天端コンクリート

　設計面積

（設計面積に含めない）

Ａ

Ａ

ブロック積本体 

調整コンクリート 

小口止（設計面積に含めない） 

設計面積 

天端コンクリート 

（設計面積に含めない） 

天端コンクリート 

（設計面積に含めない） 

調整コンクリート 

胴込コンクリート 

裏込コンクリート 

裏込材 

設計面積 

小口止 

（設計面積に含めない） 

現場打ち基礎又はプレキャスト基礎ブロック 

小口止、横帯コンクリート及び巻止コンクリートは、形状及び寸法ごとに区分して算出する。 

 

  （３）構造区分 

空積（張）及び練積（張）に区分して算出する。 

 

 ４．コンクリートブロック積工の参考図 

  （１）調整コンクリート・小口止・天端コンクリート 

 

 

 



. .

工　　　種 コンクリートブロック積(張)工 

 

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

積算上の注意事項

（控え頁）

４／５

ブロックの参考図 断面図 

緑化ブロック 
緑化ブロック 

中詰材 

裏込材 

胴込コンクリート 

  （２）各種ブロック参考図 

① コンクリートブロック積（間知ブロック積） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 緑化ブロック積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 大型ブロック積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

ブロックの参考図 断面図 

大型ブロック 

大型ブロック 

胴込コンクリート 

裏込材 

控え長 500mm 以上 

控え長 500mm 以上 

間知ブロック 

正面図 断面図 

間知ブロック 

胴込コンクリート 

裏込材 

裏込コンクリート 

現行なし



. .

工　　　種 コンクリートブロック積(張)工 

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

積算上の注意事項

（控え頁）

５／５

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

 

  

 
 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大型ブロック 

控え長 500mm 以上 控え長 500mm 以上 控え長 500mm 以上 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

④ 間知ブロック張 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 平ブロック張 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 連節ブロック張 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 断面図 

平ブロック 

連節金具 

平ブロック 

裏込材 

連節金具 

正面図 断面図 

間知ブロック 
間知ブロック 

胴込コンクリート 

裏込材 

裏込コンクリート 

連節ブロック 

連節鉄筋 
又は鋼線 

連節鉄筋 

又は鋼線 
連節ブロック 

吸出防止材 

鉄筋溶接又
は鋼線結束 

 

正面図 断面図 

現行なし



. .

工　　　種 プレキャスト擁壁工 

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

１－６－２' 

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の追加

 

６章 擁壁工 

６．１ プレキャスト擁壁工 

 

 １．適用 

プレキャスト擁壁の施工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

プレキャスト擁壁の延長を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、擁壁高さ、規格とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 
擁壁高さ 規格 

必要の 

有無 
単位 数量 備 考 

プ レ キ ャ ス ト 擁 壁 ○ ○ － ｍ ○  

基礎砕石 
20cm超え × ○ － ｍ2 ○ （注）３、４ 

20cm以下 × × ○ － × （注）３、４ 

均 し コ ン ク リ ー ト × ○ ○ ｍ2 × （注）３，４ 

ペーラインコンクリー

ト 
× ○ － ｍ3 ○  

（注）１．製品を斜めにカットしたタイプの擁壁ブロックの高さは、中央値、嵩上品はブロック高

さ（差筋を含まない）を採用する。 

２．床掘り、埋戻しは別途算出する。 

３．プレキャスト擁壁高さが 0.5ｍ以上 5.0ｍ以下の場合、基礎砕石、均しコンクリート

については、数量の算出は必要ないが、必要の有無は記載すること。 

４．プレキャスト擁壁高さが 0.5ｍ未満または 5.0ｍを超える場合は、基礎砕石、均しコ

ンクリート、敷モルタル、目地モルタル、排水材吸出し防止材等その他必要な項目の数

量を適正に算出すること。 

 

 （２）擁壁高さ区分 

プレキャスト擁壁高さによる区分は、以下の通りとする。 

 

 
 

0.5m未満 

0.5m 以上 1.0m 以下 

1.0m を超え 2.0m 以下 

2.0m を超え 3.5m 以下 

擁壁高さ 

3.5m を超え 5.0m 以下 

5.0m を超えるもの 

 

６章 擁壁工 

６．１ プレキャスト擁壁工 

 

 １．適用 

プレキャスト擁壁の施工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

プレキャスト擁壁の延長を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、擁壁高さ、規格とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 
擁壁高さ 規格 

必要の 

有無 
単位 数量 備 考 

プ レ キ ャ ス ト 擁 壁 ○ ○ － ｍ ○  

基礎砕石 
20cm超え × ○ － ｍ2 ○ （注）３、４ 

20cm以下 × × ○ － × （注）３、４ 

均 し コ ン ク リ ー ト × ○ ○ ｍ2 × （注）３，４ 

ペーラインコンクリー

ト 
× ○ － ｍ3 ○  

（注）１．製品を斜めにカットしたタイプの擁壁ブロックの高さは、中央値を採用する。 

２．床掘り、埋戻しは別途算出する。 

３．プレキャスト擁壁高さが 0.5ｍ以上 5.0ｍ以下の場合、基礎砕石、均しコンクリ

ートについては、数量の算出は必要ないが、必要の有無は記載すること。 

４．プレキャスト擁壁高さが 0.5ｍ未満または 5.0ｍを超える場合は、基礎砕石、均

しコンクリート、敷モルタル、目地モルタル、排水材等その他必要な項目の数量

を適正に算出すること。 

 

 （２）擁壁高さ区分 

プレキャスト擁壁高さによる区分は、以下の通りとする。 

 

 
 

0.5m未満 

0.5m 以上 1.0m 以下 

1.0m を超え 2.0m 以下 

2.0m を超え 3.5m 以下 

擁壁高さ 

3.5m を超え 5.0m 以下 

5.0m を超えるもの 



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

１－６－６' 

積算上の注意事項

（控え頁）

１／６

語句の削除・追加

工　　　種 ジオテキスタイル工 

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

６．３ ジオテキスタイル工 

 

１．適用  

  ジオテキスタイル（ジオグリッド、ジオネット、織布、不織布）を用いた補強土壁工及び

盛土補強工に適用する。 

ただし、軟弱地盤における敷設材工法及び盛土の補強工法は適用範囲外とする。 

２．数量算出項目 

  ジオテキスタイル壁面材組立・設置、ジオテキスタイル壁面材（材料費）、ジオテキスタ

イル敷設・まき出し・敷均し・締固め、ジオテキスタイル（材料費）の数量を区分ごとに算

出する。 

３．区分 

   区分は、規格、壁面材種類とする。 

 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
項 目 

規格 壁面材種類 単位 数量 備  考 

ジオテキスタイル壁面材 
組立・設置 

○ ○ ｍ2   

ジオテキスタイル壁面材 
（材料費） 

○ × ｍ2   

ジオテキスタイル敷設・まき出し・
敷均し・締固め 

○ × ｍ2   

ジオテキスタイル 
（材料費） 

○ × ｍ2   

注）１．壁面材の種類は下表を標準としており、これにより難い場合については別途考慮す

る。 

壁面材種類 
規 格 

備 考 
幅（㎜） 

鋼製ユニット 

2,000 タイプＡ 

2,000 タイプＢ 

1,000 タイプＣ 

1,200 タイプＤ 

土 の う 

（植生土のう含

む） 

長さ(㎜) 幅(㎜) 高さ(㎜)  

620 480 100  

600 400 100  

400 400 200  

植生マット 各 種  

 

タイプ別 一層当り施工高さ 

タイプＡ 500 ㎜以下 

タイプＢ 600 ㎜以下 

タイプＣ 600 ㎜以下 

タイプＤ 600 ㎜以下 

６．３ ジオテキスタイル工 

 

１．適用  

  ジオテキスタイル（ジオグリッド、ジオネット、織布、不織布）を用いた補強土壁工及び

盛土補強工に適用する。 

ただし、軟弱地盤における敷設材工法及び盛土の補強工法は適用範囲外とする。 

２．数量算出項目 

  ジオテキスタイル壁面材組立・設置、ジオテキスタイル壁面材（材料費）、ジオテキスタ

イル敷設・、まき出し・敷均し・、締固め、ジオテキスタイル（材料費）の数量を区分ごと

に算出する。 

３．区分 

   区分は、規格、壁面材種類とする。 

 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
項 目 

規格 壁面材種類 単位 数量 備  考 

ジオテキスタイル壁面材 
組立・設置 

○ ○ ｍ2   

ジオテキスタイル壁面材 
（材料費） 

○ × ｍ2   

ジオテキスタイル敷設・まき出し・
敷均し・締固め 

○ × ｍ2   

まき出し・敷均し、締固め ○  ｍ3   

ジオテキスタイル 
（材料費） 

○ × ｍ2   

注）１．壁面材の種類は下表を標準としており、これにより難い場合については別途考慮す

る。 

壁面材種類 
規 格 

備 考 
幅（㎜） 一層当り施工高 

鋼製ユニット 

2,000 500 ㎜以下 タイプＡ 

2,000 600 ㎜以下 タイプＢ 

1,000 600 ㎜以下 タイプＣ 

1,200 600 ㎜以下 タイプＤ 

土 の う 

（植生土のう含

む） 

長さ(㎜) 幅(㎜) 高さ(㎜)  

620 480 100  

600 400 100  

400 400 200  

植生マット 各 種  

 

タイプ別 一層当り施工高さ 

タイプＡ 500 ㎜以下 

タイプＢ 600 ㎜以下 

タイプＣ 600 ㎜以下 



. .

１－６－７

積算上の注意事項

（控え頁）

２／６

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の削除

改　　正

現　　行

工　　　種  ジオテキスタイル工

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正

２．ジオテキスタイル工１段当り施工高さは 1.5ｍまでとする。 

３. ジオテキスタイル工１段当りのまき出し、敷均し及び締固め回数に関係なく適用で 

きる。 

 

（２）ジオテキスタイル壁面材組立・設置の壁面材種類による区分は、以下のとおりとする。 

壁面材種類   鋼製ユニット   
   

土のう（植生土のう）    
   

植生マット    
   鋼製ユニット＋土のう（植生土のう）    

 

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

コンクリートブロック積 ｍ2  必要な場合別途計上 

胴込・裏込コンクリート ｍ3  必要な場合別途計上 

胴込・裏込材（砕石） ｍ3  必要な場合別途計上 

現場打基礎コンクリート ｍ3  必要な場合別途計上 

排水管敷設工 ｍ  
「第３編（道路編）２．１．１排
水構造物工（プレキャスト製
品）」参照 

天端コンクリート 

（壁面上端処理工） 
ｍ3  

「第１編（共通編）４．１コンク
リート工」参照 

型枠 
（壁面上端処理工） 

ｍ2  
「第１編（共通編）４．２型枠工」
参照 

鉄筋工 

（壁面上端処理工） 
ｔ  

「第１編（共通編）４．３．１鉄
筋工」参照 

足場工 

（壁面上端処理工） 
掛ｍ2  

「第１編（共通編）１１．４足場
工」参照 

 

タイプＤ 600 ㎜以下 

 

２．ジオテキスタイル工１段当り施工高さは 1.5ｍまでとする。 

３. ジオテキスタイル工１段当りのまき出し厚さ、敷均し及び締固め回数に関係なく適

用するできる。 

 

（２）ジオテキスタイル壁面材組立・設置の壁面材種類による区分は、以下のとおりとする。 

壁面材種類   鋼製ユニット   
   

土のう（植生土のう）    
   

植生マット    
   鋼製ユニット＋土のう（植生土のう）    

 

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

コンクリートブロック積 ｍ2  必要な場合別途計上 

胴込・裏込コンクリート ｍ3  必要な場合別途計上 

胴込・裏込材（砕石） ｍ3  必要な場合別途計上 

現場打基礎コンクリート ｍ3  必要な場合別途計上 

排水管敷設工 ｍ  
「第３編（道路編）２．１．１排
水構造物工（プレキャスト製
品）」参照 

天端コンクリート 

（壁面上端処理工） 
ｍ3  

「第１編（共通編）４．１コンク
リート工」参照 

型枠 
（壁面上端処理工） 

ｍ2  
「第１編（共通編）４．２型枠工」
参照 

鉄筋工 

（壁面上端処理工） 
ｔ  

「第１編（共通編）４．３．１鉄
筋工」参照 

足場工 

（壁面上端処理工） 
掛ｍ2  

「第１編（共通編）１１．４足場
工」参照 

 



.

.

.

工　　　種  ジオテキスタイル工

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

１－６－８

積算上の注意事項

（控え頁）

３／６

語句の削除・追加
４．数量算出方法  

  数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

 

（１）ジオテキスタイル壁面材組立・設置の施工量は、鋼製ユニット及び土のう（植生土のうを 

含む）の場合は、直面積（壁高×施工延長）とし、植生マットの場合は斜面積（壁面長×施 

工延長）とする（（３）図、５．参考図（２）参照）。 

 

（２）ジオテキスタイル壁面材（材料費）は規格ごとに壁面材面積当りの鋼製ユニットの個数（個 

/ｍ2）、土のうの袋数（袋/ｍ2）、植生マットの面積（ｍ2/ｍ2）を算出する（５．参考図（１） 

参照）。 

    なお、施工方法別の数量算出項目、及び壁面材の標準使用量は以下である。 

１）施工方法別の数量算出項目 

適用 

施工法 

（工法） 

ジオテキスタイル壁面材組立・設置 ジオテキスタイ

ル敷設・まき出

し・敷均し・締

固め 

標準図 鋼製 

ユニット 

土のう 

（植生土の

う） 

植生 

マット 

鋼製ユニット工法 ○ × × ○ 

５．参考図

（１） 

図Ａ 

巻込み工法 

(植生土のう) 
× ○ × ○ 

５．参考図

（１） 

図Ｂ 

巻込み工法 

(植生マット) 
× × ○ ○ 

５．参考図

（１） 

図Ｃ 

鋼製ユニット 

＋植生土のう工法 
○ ○ × ○ 

５．参考図

（１） 

図Ｄ 

巻込み工法 

(壁面材なし) 
× × × ○ 

５．参考図

（１） 

図Ｅ 

普通敷設工法 

(壁面材なし) 
× × × ○ 

５．参考図

（１） 

図Ｆ 

 

   ２）鋼製ユニット標準使用量                （直面積 100ｍ2当り） 

壁面材種類 タイプ 一層当り施工高 単位 数量 標準図 

鋼製ユニット 

タイプＡ 500 ㎜以下 

個 

100 

５．参考図（１） 

図Ａ 

タイプＢ 600 ㎜以下 83 

タイプＣ 600 ㎜以下 167 

タイプＤ 600 ㎜以下 139 

 

（直面積 1ｍ2当り） 

壁面材種類 タイプ 一層当り施工高 単位 数量 標準図 

鋼製ユニット 

タイプＡ 500 ㎜以下 

個 

1.00 

５．参考図（１） 

図Ａ 

タイプＢ 600 ㎜以下 0.83 

タイプＣ 600 ㎜以下 1.67 

タイプＤ 600 ㎜以下 1.39 

 

４．数量算出方法  

  数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

 

（１）ジオテキスタイル壁面材組立・設置の施工量は、鋼製ユニット及び土のう（植生土のうを 

含む）の場合は、直面積（壁高×施工延長）とし、植生マットの場合は斜面積（壁面長×施 

工延長）とする（（３）図、５．参考図（２）参照）。 

 

（２）ジオテキスタイル壁面材（材料費）は規格ごとに壁面材面積当りの鋼製ユニットの個数（個 

/ｍ2）、土のうの袋数（袋/ｍ2）、植生マットの面積（ｍ2/ｍ2）を算出する（５．参考図（１） 

参照）。 

    なお、施工方法別の数量算出項目、及び壁面材の標準使用量は以下である。 

１）施工方法別の数量算出項目 

適用 

施工法 

（工法） 

ジオテキスタイル壁面材組立・設置 
ジオテキスタイル敷設 

・まき出し・敷均

し・、締固め 

標準図 鋼製 

ユニット 

土のう 

（植生土の

う） 

植生 

マット 

鋼製ユニット工法 ○ × × ○ 

５．参考図

（１） 

図Ａ 

巻込み工法 

(植生土のう) 
× ○ × ○ 

５．参考図

（１） 

図Ｂ 

巻込み工法 

(植生マット) 
× × ○ ○ 

５．参考図

（１） 

図Ｃ 

鋼製ユニット 

＋植生土のう工法 
○ ○ × ○ 

５．参考図

（１） 

図Ｄ 

巻込み工法 

(壁面材なし) 
× × × ○ 

５．参考図

（１） 

図ＥＢ 

普通敷設工法 

(壁面材なし) 
× × × ○ 

５．参考図

（１） 

図ＦＣ 

 

   ２）鋼製ユニット標準使用量                （直面積 100ｍ2当り） 

壁面材種類 タイプ 一層当り施工高 単位 数量 標準図 

鋼製ユニット 

タイプＡ 500 ㎜以下 

個 

100 

５．参考図（１） 

図Ａ 

タイプＢ 600 ㎜以下 83 

タイプＣ 600 ㎜以下 167 

タイプＤ 600 ㎜以下 139 

 

（直面積 1ｍ2当り） 

壁面材種類 タイプ 一層当り施工高 単位 数量 標準図 

鋼製ユニット 

タイプＡ 500 ㎜以下 

個 

1.00 

５．参考図（１） 

図Ａ 

タイプＢ 600 ㎜以下 0.83 

タイプＣ 600 ㎜以下 1.67 

タイプＤ 600 ㎜以下 1.39 
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１－６－９

積算上の注意事項

（控え頁）

４／６

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の削除・追加

工　　　種 ジオテキスタイル工

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

 ３）土のう（植生土のう）標準使用量            （直面積 100ｍ2当り） 

壁面材種類 規   格 単位 数量 標準図 

土のう 

（植生土のう） 

長 620 ×幅 480 ×高 100 

袋 

2200 
５．参考図（１） 

図Ｂ 
長 600 ×幅 400 ×高 100 2500 

長 400 ×幅 400 ×高 200 1250 

 

（直面積 1ｍ2当り） 

壁面材種類 規   格 単位 数量 標準図 

土のう 

（植生土のう） 

長 620 ×幅 480 ×高 100 

袋 

22 
５．参考図（１） 

図Ｂ 
長 600 ×幅 400 ×高 100 25 

長 400 ×幅 400 ×高 200 12.5 

 

 ４）植生マット標準使用量                 （斜面積 100ｍ2当り） 

壁面材種類 規   格 単位 数量 標準図 

植生マット 各  種 ｍ2 100 
５．参考図（１） 

図Ｃ 

 

（斜面積 1ｍ2当り） 

壁面材種類 規   格 単位 数量 標準図 

植生マット 各  種 ｍ2 1.00 
５．参考図（１） 

図Ｃ 

 

（３）ジオテキスタイル敷設・まき出し・敷均し・締固めの施工量は、ジオテキスタイル敷設面

積を計上し、算出については下図及び次式の通りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ジオテキスタイル敷設面積＝ａ１＋ａ２＋ａ３＋･･･････   （ｍ2) 

ａ１，ａ２，ａ３ ･････ジオテキスタイル工一段当たり敷設面積（ｍ2)  
 

ジオテキスタイル一段当たり敷設面積は、ジオテキスタイル工盛土工範囲に

おける、一段当たりの底面積を算出するものとし、巻き込み面積は含まないも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

（４）ジオテキスタイル工盛土工範囲以外の普通盛土工については、「 第Ⅰ編（共通編）２．

１土工」により算出するものとする。 

 

 ３）土のう（植生土のう）標準使用量            （直面積 100ｍ2当り） 

壁面材種類 規   格 単位 数量 標準図 

土のう 

（植生土のう） 

長 620 ×幅 480 ×高 100 

袋 

2200 
５．参考図（１） 

図Ｂ 
長 600 ×幅 400 ×高 100 2500 

長 400 ×幅 400 ×高 200 1250 

 

（直面積 1ｍ2当り） 

壁面材種類 規   格 単位 数量 標準図 

土のう 

（植生土のう） 

長 620 ×幅 480 ×高 100 

袋 

22 
５．参考図（１） 

図Ｂ 
長 600 ×幅 400 ×高 100 25 

長 400 ×幅 400 ×高 200 12.5 

 

 ４）植生マット標準使用量                 （斜面積 100ｍ2当り） 

壁面材種類 規   格 単位 数量 標準図 

植生マット 各  種 ｍ2 100 
５．参考図（１） 

図Ｃ 

 

（斜面積 1ｍ2当り） 

壁面材種類 規   格 単位 数量 標準図 

植生マット 各  種 ｍ2 1.00 
５．参考図（１） 

図Ｃ 

 

（３）ジオテキスタイル敷設・まき出し・敷均し・締固めの施工量は、ジオテキスタイル敷設面

積を計上し、算出については下図及び次式の通りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ジオテキスタイル敷設面積＝ａ１＋ａ２＋ａ３＋･･･････   （ｍ2) 

ａ１，ａ２，ａ３ ･････ジオテキスタイル工一段当たり敷設面積（ｍ2)  
 

ジオテキスタイル一段当たり敷設面積は、ジオテキスタイル工盛土工範囲に

おける、一段当たりの底面積を算出するものとし、する。また、壁面補強材の

面積も含み、巻き込み部の面積は含まないものとする。 

 

 

 

 

 

 

（４）ジオテキスタイル工盛土工範囲以外の普通盛土工については、「 第Ⅰ編（共通編）２．

１土工」により算出するものとする。 
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１－６－10

積算上の注意事項

（控え頁）

５／６

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の修正

図の削除

工　　　種 ジオテキスタイル工 

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

（５）ジオテキスタイル（材料費）は、巻込み部、重ね合わせ等を含んだジオテキスタイル必要

面積（ｍ2)を規格ごとに算出する。 

 

（６）盛土材においては、一層当たりの施工高を規格に記載する。 

 

（７）コンクリートブロック積が必要な場合は別途考慮する。 

 

（８）ジオテキスタイル盛土工範囲の盛土材については別途考慮する（参考図（１）参照）。 

 

 

５．参考図（標準断面図） 

（１）施工法別参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）ジオテキスタイル（材料費）は、巻込み部、重ね合わせ等を含んだジオテキスタイル必要

面積（ｍ2)を規格ごとに算出する。 

 

（６）盛土材においては、一層当たりの施工高を規格に記載する。 

 

（７）コンクリートブロック積が必要な場合は別途考慮する。 

 

（８）ジオテキスタイル盛土工範囲の盛土材については、必要に応じて別途考慮計上する（参考

図（１）参照）。 

 

 

５．参考図（標準断面図） 

（１）施工法別参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ａ 鋼製ユニット工法参考図 

図ＥＢ 巻込み工法（壁面材なし）参考図 図ＦＣ 普通敷設工法（壁面材なし）参考図 



. .

工　　　種 ジオテキスタイル工 

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

１－６－11

積算上の注意事項

（控え頁）

６／６

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

図の削除

（２）施工数量標準図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施工数量標準図 
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工　　　種 ｽﾗﾘｰ攪拌工

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

新規追加

１－８－７

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

１－８－７
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１－９－５

積算上の注意事項

（控え頁）

１／2

１－９－５

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

不足していたため
追加

工種追加に伴う追
加

工種追加に伴う追
加

工種追加に伴う追
加

不足していたため
追加

工種追加に伴う追
加

工　　　種 既製杭工

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書追加に伴い一部改正
改　　正

現　　行

９．３ 既製杭工

１．適用

土木構造物の既製杭工に適用する。

２．数量算出項目

既製コンクリート杭、鋼管杭等の数量を区分ごとに算出する。

（１）杭の種類‥‥‥ＲＣ杭、ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ＋ＰＨＣ杭、鋼管杭、Ｈ鋼杭

３．区分

区分は、構造物、杭種、杭径、杭長とする。

（１）数量算出項目および区分一覧表

１）既製コンクリート杭（ＲＣ杭、ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ＋ＰＨＣ杭）……別紙―１参照

２）鋼管杭……別紙―２参照

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）ＲＣ杭、ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ＋ＰＨＣ杭（別紙－１参照）

１）パイルハンマ工

別紙－１の数量のほか杭打込長を算出する。

また、杭打込長の最小単位は、0.5ｍを標準とする。

２）中掘工

別紙－１の数量のほか掘削長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）を算出する。

また、掘削長の最小単位は、0.5ｍを標準とする。

（２）鋼管杭（別紙－２参照）

１）パイルハンマ工

別紙－２の数量のほか杭打込長を算出する。

また、杭打込長の最小単位は、0.5ｍを標準とする。

２）中掘工

別紙－２の数量のほか掘削長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）を算出する。

また、掘削長の最小単位は、0.5ｍを標準とする。

現行通り

現行通り

現行通り

現行通り

現行通り

既製コンクリート杭、鋼管杭、 等の数量を区分ごとに算出する。回転杭

回転杭（１）杭の種類‥‥‥ＲＣ杭、ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ＋ＰＨＣ杭、鋼管杭、Ｈ鋼杭、

３）回転杭……別紙―２参照

１）パイルハンマ工

別紙－１の数量のほか杭打込長 を算出する。及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）

また、杭打込長の最小単位は、0.5ｍを標準とする。

１）パイルハンマ工

別紙－２の数量のほか杭打込長 を算出する。及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）

また、杭打込長の最小単位は、0.5ｍを標準とする。

（３）回転杭（別紙－２参照）

別紙－２の数量のほか掘削長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）を算出する。
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１－９－７ １－９－７

積算上の注意事項

（控え頁）

2／2

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

工種追加に伴う修
正

工　　　種 既製杭工

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書追加に伴い一部改正
改　　正

現　　行
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質
量

板
厚

杭
長

質
量

板
厚

杭
長

質
量

板
厚

杭
長

質
量

ﾊ
ﾞﾝ

ﾄﾞ
溶

接
鉄

筋
ﾘｰ

ﾄ
ｰﾄ

質
量

ﾊﾟ
ｰ

溶
接

補
強

質
量

金
具

長
溶

接
属
品

数

長
種
類

部
材

材
長

㎜
m

k
g

㎜
m

kg
㎜

m
kg

㎜
m

k
g

kg
m

kg
m
3

k
g

個
k
g

kg
kg

kg
m

m
kg

樋
門

本
体

樋
管

胸
壁

水
門

翼
壁

排
水

水
叩

機
場

調
圧

水
槽

沈
砂

池

橋
梁

橋
台

橋
脚

擁
壁

注
）

１
．

継
ぎ

杭
の

場
合

は
合

わ
せ
て

１
本

と
し

て
算
出

す
る

。

２
．

杭
径

、
長

さ
ご

と
に

集
計
す

る
。

３
．

端
部

補
強

材
の

溶
接

長
は
、

杭
先

端
に

補
強
バ

ン
ド

を
溶

接
す

る
場

合
に

算
出
す

る
。

４
．

現
場

円
周

補
強

材
に

は
、
裏

当
て

リ
ン

グ
及
び

ス
ト

ッ
パ

ー
が

含
ま

れ
る

。

５
．

補
強

材
に

は
、

十
字

、
二
十

字
、

井
桁

の
種
類

を
記

入
す

る
。

６
．

杭
頭

鉄
筋

の
鉄

筋
量

は
鉄
筋

規
格

・
径

別
に
集

計
す

る
。

７
．

鉄
筋

溶
接

長
は

、
杭

外
周
に

補
強

鉄
筋

を
溶
接

す
る

場
合

に
算

出
す

る
。

８
．

ズ
レ

止
め

リ
ン

グ
の

溶
接
長

は
、

ズ
レ

止
め
リ

ン
グ

上
側

一
面

の
全

周
を

算
出
す

る
。

９
．

そ
の

他
附

属
品

に
は

、
チ
ャ

ッ
キ

ン
グ

プ
レ
ー

ト
、

回
転

防
止

板
等

の
附

属
品
を

算
出

す
る

。

１
０

．
橋

梁
に
つ

い
て

は
、

各
橋
台

・
橋

脚
ご

と
に

集
計

す
る

。

１
１

．
掘

削
残
土

に
つ

い
て

は
別
途

算
出

す
る

。

別
紙

－
２

・
回

転
杭

（
２

）
鋼

管
杭

杭
１

本
当

り

上
杭

中
杭

下
杭

計
杭

工
種

種
別

杭
径

材
質

端
部

端
部

杭
頭

中
詰

中
詰

ｽ
ﾞﾚ

ｽﾞ
ﾚ

現
場

(
丸

蓋
つ

り
鉄

筋
ｽ
ﾞﾚ

そ
の

総
備

考
止

止
止

補
強

補
強

ｺﾝ
ｸ

ｺ
ﾝｸ

ﾘ
ﾘ
ﾝｸ
ﾞ

ｽﾄ
ｯ

円
周

)
溶

接
ﾘ
ﾝｸ

ﾞ
他

附
本

板
厚

杭
長

質
量

板
厚

杭
長

質
量

板
厚

杭
長

質
量

板
厚

杭
長

質
量

ﾊﾞ
ﾝﾄ

ﾞ
溶

接
鉄

筋
ﾘｰ

ﾄ
ｰ
ﾄ

質
量

ﾊﾟ
ｰ

溶
接

補
強

質
量

金
具

長
溶

接
属

品
数

長
種

類
部

材
材

長

㎜
m

k
g

㎜
m

k
g

㎜
m

kg
㎜

m
kg

k
g

m
kg

m3
k
g

個
k
g

kg
kg

kg
m

m
kg

樋
門

本
体

樋
管

胸
壁

水
門

翼
壁

排
水

水
叩

機
場

調
圧

水
槽

沈
砂

池

橋
梁

橋
台

橋
脚

擁
壁

注
）

１
．

継
ぎ

杭
の

場
合

は
合

わ
せ

て
１

本
と

し
て

算
出

す
る

。

２
．

杭
径

、
長

さ
ご

と
に

集
計

す
る

。

３
．

端
部

補
強

材
の

溶
接

長
は

、
杭

先
端

に
補

強
バ

ン
ド

を
溶

接
す

る
場

合
に

算
出

す
る

。

４
．

現
場

円
周

補
強

材
に

は
、

裏
当

て
リ

ン
グ

及
び

ス
ト

ッ
パ

ー
が

含
ま

れ
る

。

５
．

補
強

材
に

は
、

十
字

、
二

十
字

、
井

桁
の

種
類

を
記

入
す

る
。

６
．

杭
頭

鉄
筋

の
鉄

筋
量

は
鉄

筋
規

格
・

径
別

に
集

計
す

る
。

７
．

鉄
筋

溶
接

長
は

、
杭

外
周

に
補

強
鉄

筋
を

溶
接

す
る

場
合

に
算

出
す

る
。

８
．

ズ
レ

止
め

リ
ン

グ
の

溶
接

長
は

、
ズ

レ
止

め
リ

ン
グ

上
側

一
面

の
全

周
を

算
出

す
る

。

９
．

そ
の

他
附

属
品

に
は

、
チ

ャ
ッ

キ
ン

グ
プ

レ
ー

ト
、

回
転

防
止

板
等

の
附

属
品

を
算

出
す

る
。

１
０

．
橋

梁
に

つ
い

て
は

、
各

橋
台

・
橋

脚
ご

と
に

集
計

す
る

。

１
１

．
掘

削
残

土
に

つ
い

て
は

別
途

算
出

す
る

。
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１－９－２０

積算上の注意事項

（控え頁）

１／3

１－９－２０

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

工種改定に伴う削
除

工種改定に伴う削
除

工　　　種 ﾆｭｰﾏﾁｯｸｹｰｿﾝ基礎工

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

９．６ ニュ－マチックケ－ソン基礎工

１．適用

ニュ－マチックケ－ソン基礎工に適用する。

２．数量算出項目

刃口金物据付、沈下掘削、コンクリート、鉄筋、型枠、足場、沈下促進、止水壁取壊し、

中詰充填等の数量を算出する。

（１）数量算出項目一覧表

項 目 規格・仕様 単 位 数 量 適 用

刃口金物据付 ｔ

３沈 下 掘 削 ｍ

３コンクリート ｍ

鉄 筋 ｔ

２型 枠 ｍ

足 場 掛㎡

沈 下 促 進 ｔ

３止水壁取壊し ｍ

Ｈ 形 鋼 ｔ 撤去しない埋設支保用

ｔ
中詰充填 又は

３ｍ

コンタクト ｔ
グラウト充填 又は

３ｍ

３．数量算出方法

数量の算出は、「第１編(共通編) １章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）刃口金物据付

質量は、「第３編(道路編) ４章鋼橋上部工 ４．１ 鋼材」を参照の上算出する。

削除

削除

現行通り

現行通り
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１－９－２１ １－９－２１

積算上の注意事項

（控え頁）

2／3

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

工種改定に伴う修
正

工種改定に伴う削
除

工　　　種 ﾆｭｰﾏﾁｯｸｹｰｿﾝ基礎工

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

函内作業気圧 軟 岩 軟 岩 玉石混じり レキ及び 普通土(MPa)

（Ⅱ） (Ⅰ） 砂レキ レキ質土掘削深

3m以下0（素掘）

3mを超える

3m以下0 を超え0.10以下

3mを超える

を超え0.14以下 3m以下0.10

3mを超える

を超え0.18以下 3mを以下0.14

3mを超える

を超え0.22以下 3mを以下0.18

3mを超える

を超え0.26以下 3mを以下0.22

3mを超える

を超え0.30以下 3mを以下0.26

3mを超える

を超え0.34以下 3mを以下0.30

3mを超える

を超え0.36以下 3mを以下0.34

3mを超える

を超え0.38以下 3mを以下0.36

3mを超える

を超え0.40以下 3mを以下0.38

3mを超える

（２）沈下掘削

１）ケーソン１基の掘削量を掘削面積（㎡）、土質、函内作業気圧毎に下記のように区分して

算出する。

①掘削面積区分

ケーソン１基の掘削面積 工 法

４０㎡未満 人力掘削

４０㎡～３００㎡未満 機械掘削

②土質及び函内作業気圧区分による掘削量 (m3)

函内作業気圧（kgf/cm2)（ ）はkPa 軟 岩 軟 岩 玉石混じり レキ及び 普通土

（Ⅱ） (Ⅰ） 砂レキ レキ質土

０（素堀）

０ を超え～1.0(98.0) 以下

1.0(98.0)を超え～1.4(137.2) 以下

1.4(137.2)を超え～1.8(176.4)以下

1.8(176.4)を超え～2.2(215.6)以下

2.2(215.6)を超え～2.6(254.8)以下

2.6(254.8)を超え～3.0(294.0)以下

3.0(294.0)を超え～3.4(333.2)以下

3.4(333.2)を超え～3.6(352.8)以下

3.6(352.8)を超え～3.8(372.4)以下

3.8(372.4)を超え～4.0(392.0)以下

注）１．掘削面積４０㎡未満で作業室内体積（気積）が３０ｍ 未満の場合は、下記の作業室内３

体積（気積）区分毎に算出する。

作業室内体積（気積）区分 (m3)

０～10未満 10～15未満 15～20未満 20～25未満 25～30未満

２．掘削面積が４０㎡～３００㎡未満の場合は、下記の掘削面積区分毎に算出する。

掘削面積区分 (㎡)

40～60未満 60～100未満 100～300未満

３．掘削深さが、３ｍ以下と３ｍを超える部分に分けて算出する。

４．普通土とは、砂，砂質土，粘性土及び粘土をいう。

２）刃口設置のため掘削及び盛土が必要な場合は別途算出する。

ケーソン１基の掘削面積 工 法

４０㎡未満 人力掘削

４０㎡～３００㎡未満 機械掘削

現行通り

次ページへ

現行通り



. .

１－９－２２ １－９－２２

積算上の注意事項

（控え頁）

3／3

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

工種改定に伴う修
正

黄本・赤本との整
合

工　　　種 ﾆｭｰﾏﾁｯｸｹｰｿﾝ基礎工

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

（３）コンクリート及びグラウト量

コンクリート及びグラウトの数量は、下記の項目ごとに算出する。

① ケーソン躯体コンクリート

② 底スラブコンクリート

③ 上スラブコンクリート

④ 止水壁コンクリート

⑤ 中埋コンクリート

⑥ コンタクトグラウト

（４）鉄筋

鉄筋の数量は、「第１編（共通編）４章コンクリート工４．３.1 鉄筋工」により算出する。

（５）型枠

型枠の数量は、「第１編（共通編）４章コンクリート工４．２ 型枠工」により算出する。

（６）足場

足場の種類は、枠組足場を標準とする。

数量は、次式により算出する。

１ロットの足場面積（掛ｍ ）＝１ロットの外周面積×１．６２

なお、上式はケーソン内側の足場数量も含む。

（７）沈下促進

載荷工法は、水荷重（ポンプによる注排水）を標準とし、水量（ｔ）を算出する。

（８）送気延長は、空気圧縮機からゲージ設備までと、ゲ－ジ設備からケーソンまでとに区分し

て算出する。

１．掘削面積４０㎡未満で作業室内体積（気積）が３０ｍ 未満の場合は、下記の作業室内注） ３

体積（気積）区分毎に算出する。

作業室内体積（気積）区分 (m3)

０～10未満 10～15未満 15～20未満 20～25未満 25～30未満

．掘削面積が４０㎡～３００㎡未満の場合は、下記の掘削面積区分毎に算出する。１

掘削面積区分 (㎡)

40～60未満 60～100未満 100～300未満

．掘削深さが、３ｍ以下と３ｍを超える部分に分けて算出する。２

．普通土とは、砂，砂質土，粘性土及び粘土をいう。３

（６）足場

足場の種類は、枠組足場を標準とする。

数量は、次式により算出する。

掛 （掛ｍ ）１ロットの足場 面積（掛ｍ ）＝１ロットの外周面積×１．６２ ２

なお、上式 は ケーソン内側の足場数量も含む。の数量 、

現行通り

現行通り
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工　　　種  足場工

  

改　正　理　由 一部修正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

　

１－１１－１６

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１
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次項に掲載２－１－２

工　　　種  消波根固めブロック工

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

新規追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

積算上の注意事項

（控え頁）

１／２

１章 護岸根固め工 

１．１ 消波根固めブロック工 

 １．１．１ 消波根固めブロック工 

 

 １．適用 

河川、砂防、海岸、道路工事に使用する11.0ｔ以下（実質量とする）の消波根固めブロック

工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 消波根固めブロックの個数を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、数量算出項目及び区分一覧表によるものとする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

 

  ①消波根固めブロック製作 

  区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ

規格 

型枠の

種類 

生 

ｺﾝｸﾘｰﾄ

規格 

1個 

当り 

ｺﾝｸﾘｰﾄ

設計量 

1個当り

型枠 

面積 

養生工

の種別 
単位 数量 備考 

消波根固め 

ﾌﾞﾛｯｸ製作 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 個   

 

  ②消波根固めブロック据付 

  区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ

規格 

据付

場所 

施工ﾔｰ

ﾄﾞ又は

仮置ﾔｰ

ﾄﾞでの

横取り

作業の

有無 

積込

作業

の 

有無 

荷卸

作業

の 

有無 

据付 

現場 

ﾔｰﾄﾞ 

での 

横取り

作業の 

有無 

ﾌﾞﾛｯｸ

10個

当り

連結

金具

設置

数量 

据付

方法 

ｸﾚｰﾝ

機種 
単位 数量 備考 

消波根固め 

ﾌﾞﾛｯｸ据付 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 実数 ○ ○ 個   

注）１．据付け（水中）とは、据付作業の内、玉外し作業又はブロックの据付位置の確認作
業を水中で行う場合に適用する。 

２．横取り作業は、クレーンによるブロックの移動距離 50ｍ未満の範囲とする。 

１章 護岸根固め工 

１．１ 消波根固めブロック工 

 １．１．１ 消波根固めブロック工 

 

 １．適用 

河川、砂防、海岸、道路工事に使用する11.0ｔ以下（実質量とする）の消波根固めブロック

工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 消波根固めブロックの個数を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、数量算出項目及び区分一覧表によるものとする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

 

  ①消波根固めブロック製作 

  区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ

規格 

型枠の

種類 

生 

ｺﾝｸﾘｰﾄ

規格 

1個 

当り 

ｺﾝｸﾘｰﾄ

設計量 

1個当り

型枠 

面積 

養生工

の種別 
単位 数量 備考 

消波根固め 

ﾌﾞﾛｯｸ製作 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 個   

 

 

  ②消波根固めブロック横取り、積込、荷卸 

  区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ規格 ｸﾚｰﾝ機種 単位 数量 備考 

消波根固めﾌﾞﾛｯｸ横取り ○ ○ 個   

消波根固めﾌﾞﾛｯｸ積込 ○ ○ 個   

消波根固めﾌﾞﾛｯｸ荷卸 ○ ○ 個   

注）横取り作業は、クレーンによるブロックの移動距離 50ｍ未満の範囲とする。 



. .

語句の修正

語句の修正

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

工　　　種  消波根固めブロック工

積算上の注意事項

（控え頁）

２／２

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

２－１－３

 ②③消波根固めブロック据付 

  区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ

規格 

据付

場所 

施工ﾔｰ

ﾄﾞ又は

仮置ﾔｰ

ﾄﾞでの

横取り

作業の

有無 

積込

作業

の 

有無 

荷卸

作業

の 

有無 

据付 

現場 

ﾔｰﾄﾞ 

での 

横取り

作業の 

有無 

ﾌﾞﾛｯｸ

10個

当り

連結

金具

設置

数量 

据付

方法 

ｸﾚｰﾝ

機種 
単位 数量 備考 

消波根固め 

ﾌﾞﾛｯｸ据付 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 実数 ○ ○ 個   

注）１．据付け（水中）とは、据付作業の内、玉外し作業又はブロックの据付位置の確認作
業を水中で行う場合に適用する。 

２．横取り作業は、クレーンによるブロックの移動距離 50ｍ未満の範囲とする。 

 

  ③④消波根固めブロック運搬 

  区 分 

項 目 
ﾌﾞﾛｯｸ規格 作業区分 

ﾄﾗｯｸ1台 

当りﾌﾞﾛｯｸ 

積載個数 

ﾄﾗｯｸ 

1台当り 

運搬距離 

単位 数量 備考 

消波根固め 

ﾌﾞﾛｯｸ運搬 
○ ○ ○ ○ 個   

注）１．運搬距離は片道であり、往路と復路が異なる場合は、平均値とする。片道運搬距離
が 15km を超える場合は、別途考慮すること。 

 

④消波根固めブロック仮置 

  区 分 

項 目 
ﾌﾞﾛｯｸ規格 

施工ﾔｰﾄﾞでの 

横取作業の有無 
ｸﾚｰﾝ機種 単位 数量 備考 

消波根固め 

ﾌﾞﾛｯｸ仮置 
○ ○ ○ 個   

注）１．横取り作業は、クレーンによるブロックの移動距離 50ｍ未満の範囲とする。横取り
作業は 1回のみとする。 

 
 

 ４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

 

 （１）乱積 

乱積の場合は、横断面図より空体積を計算し、コンクリートブロックの空隙率を考慮し、次

式より算出する。 

Ｎ＝  
Ｖ（１－ａ） 

 Ｎ＝個数（個） 

Ｖ＝空体積（ｍ3） 

ｖ＝１個当り空体積（ｍ3／個） 

ａ＝空隙率 

Ｖ 

 （２）層積 

層積における設置間隔については、ブロックメーカーのカタログによるものとする。 

 

 （３）トラック 1 台当りブロック積載個数(n)は、ブロックの形状、寸法及びトラック等の荷台寸

法、積載質量を考慮して決定するが、一般の場合は、下記による。 

ｎ＝Ｘ／Ｗ（小数以下切り捨て） 

Ｘ ： トラック等の積載質量            （ｔ） 

Ｗ ： ブロック１個当りの質量（実質量）      （〃） 

  ③消波根固めブロック運搬 

  区 分 

項 目 
ﾌﾞﾛｯｸ規格 作業区分 

ﾄﾗｯｸ1台 

当りﾌﾞﾛｯｸ 

積載個数 

ﾄﾗｯｸ 

1台当り 

運搬距離 

単位 数量 備考 

消波根固め 

ﾌﾞﾛｯｸ運搬 
○ ○ ○ ○ 個   

注）１．運搬距離は片道であり、往路と復路が異なる場合は、平均値とする。片道運搬距離
が 15km を超える場合は、別途考慮すること。 

 

④消波根固めブロック仮置 

  区 分 

項 目 
ﾌﾞﾛｯｸ規格 

施工ﾔｰﾄﾞでの 

横取作業の有無 
ｸﾚｰﾝ機種 単位 数量 備考 

消波根固め 

ﾌﾞﾛｯｸ仮置 
○ ○ ○ 個   

注）１．横取り作業は、クレーンによるブロックの移動距離 50ｍ未満の範囲とする。横取り
作業は 1 回のみとする。 

 
 

 ４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

 

 （１）乱積 

乱積の場合は、横断面図より空体積を計算し、コンクリートブロックの空隙率を考慮し、次

式より算出する。 

Ｎ＝  
Ｖ（１－ａ） 

 Ｎ＝個数（個） 

Ｖ＝空体積（ｍ3） 

ｖ＝１個当り空体積（ｍ3／個） 

ａ＝空隙率 

Ｖ 

 （２）層積 

層積における設置間隔については、ブロックメーカーのカタログによるものとする。 

 

 （３）トラック 1 台当りブロック積載個数(n)は、ブロックの形状、寸法及びトラック等の荷台寸

法、積載質量を考慮して決定するが、一般の場合は、下記による。 

ｎ＝Ｘ／Ｗ（小数以下切り捨て） 

Ｘ ： トラック等の積載質量            （ｔ） 

Ｗ ： ブロック１個当りの質量（実質量）      （〃） 



. .

工　　　種  袋詰玉石工

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

２－４－16

語句の追加、修正

４．８ 袋詰玉石工 

 

１．適用 

袋材（袋規格２ｔ用及び３ｔ用）に詰石（50mm～300mm程度の玉石、割栗石、コンクリート殻

）したものを現地で製作し、築堤・護岸の根固め・床固めとして据付ける場合に適用する。な

お、積み方法は、乱積み及び多段積みとする。 

 

２．数量算出項目 

袋数を区分ごとに算出する。 

 

（１）数量算出項目一覧表 

区分 

項目 
規 格 単 位 数 量 備 考 

袋詰玉石用袋材 ○ 袋   

中 詰 材 ○ － ×  

 

（２）袋詰玉石 

規格（袋詰玉石用袋材）による区分は下記のとおりとする。 

①２ｔ用 

②３ｔ用 

 

（３）中詰材 

中詰材による区分は下記のとおりとする。 

①購入材 

②流用又は採取材 

４．８ 袋詰玉石工 

 

１．適用 

袋材（袋規格２ｔ用及び３ｔ用）に詰石（50mm～300mm程度の玉石、割栗石、コンクリート殻

）したものを現地で製作し、築堤・護岸の根固め・床固めとして据付ける場合に適用する。な

お、積み方法は、平積み、乱積み及び多段積みとする。 

 

２．数量算出項目 

袋数を区分ごとに算出する。区分は、袋材規格、施工条件、中詰材とする。 

 

（１）数量算出項目一覧表 

区分 

項目 
袋材規格 施工条件 中詰材 単 位 数 量 備 考 

袋詰玉石用袋材 

袋 詰 玉 石 
○ ○ ○ 袋 

  

中 詰 材 ○   － ×  

 

（２）袋詰玉石袋材規格 

袋材規格（袋詰玉石用袋材）による区分は下記のとおりとする。 

①２ｔ用 

②３ｔ用 

 

（３）施工条件 

施工条件による区分は下記のとおりとする。（３ｔ用は除く） 

①据付深さ 4ｍ以下及び作業半径 5ｍ以内 

②据付深さ 4ｍを超え 9ｍ以下又は作業半径 5ｍを超え 18ｍ以下 

 

（３４）中詰材 

中詰材による区分は下記のとおりとする。 

①購入材 

②流用又は採取材 



. .

３－１－２

積算上の注意事項

（控え頁）

１／５

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

新規追加

工　　　種  不陸整正・路盤工・アスファルト舗装工

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

１章 舗装工 

１．１ 不陸整正 

 

 １．適用 

アスファルト舗装及びコンクリート舗装工事の不陸整正に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

路床及び路盤の不陸整正の面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、補足材料の有無、補足材料平均厚さ、補足材料の規格とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

補足

材料の

有無 

補足

材料平

均厚さ 

補足

材料の

規格 

単位 数量 備 考 

不陸整正 ○ ○ ○ ｍ2   

不陸整正 

（ＩＣＴ） 
○ ○ ○ ｍ2   

 

１章 舗装工 

１．１ 不陸整正 

 

 １．適用 

アスファルト舗装及びコンクリート舗装工事の不陸整正に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

路床及び路盤の不陸整正の面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、補足材料の有無、補足材料平均厚さ、補足材料の規格とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

補足

材料の

有無 

補足

材料平

均厚さ 

補足

材料の

規格 

単位 数量 備 考 

不陸整正 ○ ○ ○ ｍ2   

 



. .

３－１－３

積算上の注意事項

（控え頁）

２／５

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

新規追加

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

新規追加

工　　　種  不陸整正・路盤工・アスファルト舗装工

１．２ 路盤工 

 

 １．適用 

アスファルト舗装及びコンクリート舗装工事の路盤工（瀝青安定処理路盤を含む）に適用す

る。 

 

 ２．数量算出項目 

下層路盤、上層路盤の面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、平均厚さ、規格、平均幅員、瀝青材料種類・締固め後密度とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

平均厚

さ 

(mm) 

規 格 

(材料) 

平均 

幅員 

瀝青材料

種類・締

固め後密

度 

単 位 数量 備考 

下層路盤（車道・路肩部

） 
○ ○ － － ｍ2   

下層路盤（車道・路肩部

） 

（ＩＣＴ） 

○ ○ － － ｍ2   

下層路盤（歩道部） ○ ○ － － ｍ2   

上層路盤（車道・路肩部

） 
○ ○ ○ ○ ｍ2   

上層路盤（車道・路肩部

） 

（ＩＣＴ） 

○ ○ ○ － ｍ2   

上層路盤（歩道部） ○ ○ － － ｍ2   

 

 （２）平均厚さ区分及び規格区分 

路盤の平均厚さ及び材料の規格（粒調砕石４０～０、クラッシャラン４０～０等）ごとに区

分して算出する。 

 

（アスファルト舗装の構成例） 

 

 

１．２ 路盤工 

 

 １．適用 

アスファルト舗装及びコンクリート舗装工事の路盤工（瀝青安定処理路盤を含む）に適用す

る。 

 

 ２．数量算出項目 

下層路盤、上層路盤の面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、平均厚さ、規格、平均幅員、瀝青材料種類・締固め後密度とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

平均厚

さ 

(mm) 

規 格 

(材料) 

平均 

幅員 

瀝青材料

種類・締

固め後密

度 

単 位 数量 備考 

下層路盤（車道・路肩部

） 
○ ○ － － ｍ2   

下層路盤（歩道部） ○ ○ － － ｍ2   

上層路盤（車道・路肩部

） 
○ ○ ○ ○ ｍ2   

上層路盤（歩道部） ○ ○ － － ｍ2   

 

 （２）平均厚さ区分及び規格区分 

路盤の平均厚さ及び材料の規格（粒調砕石４０～０、クラッシャラン４０～０等）ごとに区

分して算出する。 

 

（アスファルト舗装の構成例） 
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３－１－４

積算上の注意事項

（控え頁）

３／５

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の追加

語句の追加

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

工　　　種  不陸整正・路盤工・アスファルト舗装工

項目 材料 平均厚さ区分 

下層路盤 
(車道・路肩部) 

 
及び 
 

下層路盤 
(車道・路肩部) 
（ＩＣＴ） 

― 

75m以上 125mm以下 
125mm超 175mm以下 
175mm超 200mm以下 
200mm超 225mm以下 
225mm超 275mm以下 
275mm超 325mm以下 
325mm超 375mm以下 
375mm超 400mm以下 
400mm超 425mm以下 
425mm超 475mm以下 
475mm超 525mm以下 
525mm超 575mm以下 
575mm超 600mm以下 
600mm超 625mm以下 
625mm超 675mm以下 
675mm超 725mm以下 
725mm超 775mm以下 
775mm超 800mm以下 
800mm超 825mm以下 

825mm超 875mm以下 

875mm超 925mm以下 

925mm超 975mm以下 
975mm超 1000mm以下 
1000mm超 1025mm以下 
1025mm超 1075mm以下 

1075mm超 1125mm以下 

下層路盤 
(歩道部) 

― 

25mm以上 75mm以下 
75mm超 125mm以下 
125mm超 175mm以下 
175mm超 200mm以下 
200mm超 225mm以下 
225mm超 275mm以下 
275mm超 325mm以下 
325mm超 375mm以下 
375mm超 400mm以下 
400mm超 425mm以下 
425mm超 475mm以下 
475mm超 525mm以下 

上層路盤 
(車道・路肩部) 

瀝青安定処理材(25) 
瀝青安定処理材(30) 
瀝青安定処理材(40) 

再生瀝青安定処理材(40) 
路盤材(各種) 

45mm以上 55mm以下 
55mm超 65mm以下 
65mm超 75mm以下 
75mm超 85mm以下 
85mm超 95mm以下 
95mm超 100mm以下 

上層路盤 
(車道・路肩部) 

  
及び 
 

上層路盤 
(車道・路肩部) 
（ＩＣＴ） 

再生粒度調整砕石 RM-25 
再生粒度調整砕石 RM-30 
再生粒度調整砕石 RM-40 

粒度調整砕石 M-25 
粒度調整砕石 M-30 
粒度調整砕石 M-40 

路盤材(各種) 

25mm以上 75mm以下 
75mm超 125mm以下 
125mm超 150mm以下 
150mm超 175mm以下 
175mm超 225mm以下 
225mm超 275mm以下 
275mm超 300mm以下 
300mm超 325mm以下 
325mm超 375mm以下 
375mm超 425mm以下 
425mm超 450mm以下 

上層路盤 
(歩道部) 

― 

75mm以上 125mm以下 
125mm超 150mm以下 
150mm超 175mm以下 
175mm超 225mm以下 
225mm超 275mm以下 
275mm超 300mm以下 
300mm超 325mm以下 
325mm超 375mm以下 
375mm超 425mm以下 

項目 材料 平均厚さ区分 

下層路盤 
 

(車道・路肩部) 
― 

75m以上 125mm以下 
125mm超 175mm以下 
175mm超 200mm以下 
200mm超 225mm以下 
225mm超 275mm以下 
275mm超 325mm以下 
325mm超 375mm以下 
375mm超 400mm以下 
400mm超 425mm以下 
425mm超 475mm以下 
475mm超 525mm以下 
525mm超 575mm以下 
575mm超 600mm以下 
600mm超 625mm以下 
625mm超 675mm以下 
675mm超 725mm以下 
725mm超 775mm以下 
775mm超 800mm以下 
800mm超 825mm以下 

825mm超 875mm以下 

875mm超 925mm以下 

925mm超 975mm以下 
975mm超 1000mm以下 
1000mm超 1025mm以下 
1025mm超 1075mm以下 

1075mm超 1125mm以下 

下層路盤 
 

(歩道部) 
― 

25mm以上 75mm以下 
75mm超 125mm以下 
125mm超 175mm以下 
175mm超 200mm以下 
200mm超 225mm以下 
225mm超 275mm以下 
275mm超 325mm以下 
325mm超 375mm以下 
375mm超 400mm以下 
400mm超 425mm以下 
425mm超 475mm以下 
475mm超 525mm以下 

上層路盤 
 

(車道・路肩部) 

瀝青安定処理材(25) 
瀝青安定処理材(30) 
瀝青安定処理材(40) 

再生瀝青安定処理材(40) 
路盤材(各種) 

45mm以上 55mm以下 
55mm超 65mm以下 
65mm超 75mm以下 
75mm超 85mm以下 
85mm超 95mm以下 
95mm超 100mm以下 

再生粒度調整砕石 RM-25 
再生粒度調整砕石 RM-30 
再生粒度調整砕石 RM-40 

粒度調整砕石 M-25 
粒度調整砕石 M-30 
粒度調整砕石 M-40 

路盤材(各種) 

25mm以上 75mm以下 
75mm超 125mm以下 
125mm超 150mm以下 
150mm超 175mm以下 
175mm超 225mm以下 
225mm超 275mm以下 
275mm超 300mm以下 
300mm超 325mm以下 
325mm超 375mm以下 
375mm超 425mm以下 
425mm超 450mm以下 

上層路盤 
 

(歩道部) 
― 

75mm以上 125mm以下 
125mm超 150mm以下 
150mm超 175mm以下 
175mm超 225mm以下 
225mm超 275mm以下 
275mm超 300mm以下 
300mm超 325mm以下 
325mm超 375mm以下 
375mm超 425mm以下 



. .

３－１－６

積算上の注意事項

（控え頁）

４／５

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の追加

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

工　　　種  不陸整正・路盤工・アスファルト舗装工

１．３ アスファルト舗装工 

 

 １．適用 

アスファルト舗装工における基層・中間層・表層及び縁石工におけるアスカーブに適用する

。なお、アスファルト混合物が現地プラント方式の場合、アスファルト混合物の締固め後密度

が1.90t/ｍ3未満、2.50t/ｍ3以上の場合を除く。 

 

 ２．数量算出項目 

 車道・路肩部、歩道部の別に基層、中間層、表層の面積を、アスカーブの延長をそれぞれ区

分ごとに算出する。面積＝本線＋すりつけ部＋非常駐車帯を算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、基層・中間層・表層は１層当り平均仕上り厚さ、平均幅員、規格、瀝青材料種類と

し、アスカーブは断面積、規格とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

１層当り

平均仕上

り厚さ 

(mm) 

平均 

幅員 

断面

積 

規格 

(材料) 

瀝青材

料種類 
単位 数 量 備考 

基層（車道・路肩部） ○ ○ － ○ ○ ｍ2   

中間層（車道・路肩部

） 
○ ○ － ○ ○ ｍ2   

表層（車道・路肩部） ○ ○ － ○ ○ ｍ2   

基層（歩道部） ○ ○ － ○ ○ ｍ2   

中間層（歩道部） ○ ○ － ○ ○ ｍ2   

表層（歩道部） ○ ○ － ○ ○ ｍ2   

アスカーブ － － ○ ○ － ｍ   

 

１．３ アスファルト舗装工 

 

 １．適用 

アスファルト舗装工における基層・中間層・表層及び縁石工におけるアスカーブに適用する

。なお、アスファルト混合物が現地プラント方式の場合、アスファルト混合物の締固め後密度

が1.90t/ｍ3未満、2.50t/ｍ3以上の場合を除く。 

 

 ２．数量算出項目 

 車道・路肩部、歩道部の別に基層、中間層、表層の面積を、アスカーブの延長をそれぞれ区

分ごとに算出する。面積＝本線＋すりつけ部＋非常駐車帯を算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、基層・中間層・表層は平均厚さ、平均幅員、規格、瀝青材料種類とし、アスカーブ

は断面積、規格とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

平均 

厚さ 

(mm) 

平均 

幅員 

断面

積 

規格 

(材料) 

瀝青材

料種類 
単位 数 量 備考 

基層（車道・路肩部） ○ ○ － ○ ○ ｍ2   

中間層（車道・路肩部

） 
○ ○ － ○ ○ ｍ2   

表層（車道・路肩部） ○ ○ － ○ ○ ｍ2   

基層（歩道部） ○ ○ － ○ ○ ｍ2   

中間層（歩道部） ○ ○ － ○ ○ ｍ2   

表層（歩道部） ○ ○ － ○ ○ ｍ2   

アスカーブ － － ○ ○ － ｍ   

 



. .

３－１－７

積算上の注意事項

（控え頁）

５／５

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. 語句の修正

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

工　　　種  不陸整正・路盤工・アスファルト舗装工

（２）１層当り平均仕上り厚さ及び規格・瀝青材料種類区分 

舗装の厚さ及び材料の規格（再生密粒 As13、再生粗粒 As20、再生 As安定処理路盤等）、瀝青

材料種類（タックコート、プライムコート等）ごとに区分して算出する。 

材料の規格は締固め後密度も示す。 

 

 

項目 平均厚さ 

基層(車道・路肩部) 
・ 

中間層 
(車道・路肩部) 

・ 
表層(車道・路肩部) 

25mm以上35mm未満 

35mm以上45mm未満 

45mm以上55mm未満 

55mm以上65mm未満 

65mm以上70mm以下 

基層(歩道部) 
・ 

中間層(歩道部) 
・ 

表層(歩道部) 

25mm以上35mm未満 

35mm以上45mm未満 

45mm以上55mm未満 

55mm以上65mm未満 

65mm以上70mm以下 

 

（アスファルト舗装の構成例） 

 

 

 （３）平均幅員区分 

平均幅員による区分は、下記のとおりとする。 

①1.4m 未満 

②1.4m 以上 

（２）平均厚さ区分及び規格・瀝青材料種類区分 

舗装の厚さ及び材料の規格（再生密粒 As13、再生粗粒 As20、再生 As安定処理路盤等）、瀝青

材料種類（タックコート、プライムコート等）ごとに区分して算出する。 

材料の規格は締固め後密度も示す。 

 

 

項目 平均厚さ 

基層(車道・路肩部) 
・ 

中間層 
(車道・路肩部) 

・ 
表層(車道・路肩部) 

25mm以上35mm未満 

35mm以上45mm未満 

45mm以上55mm未満 

55mm以上65mm未満 

65mm以上70mm以下 

基層(歩道部) 
・ 

中間層(歩道部) 
・ 

表層(歩道部) 

25mm以上35mm未満 

35mm以上45mm未満 

45mm以上55mm未満 

55mm以上65mm未満 

65mm以上70mm以下 

 

（アスファルト舗装の構成例） 

 

 

 （３）平均幅員区分 

平均幅員による区分は、下記のとおりとする。 

①1.4m 未満 

②1.4m 以上 



. .

３－１－14' 

積算上の注意事項

（控え頁）

１／２

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の追加、修正

工　　　種  排水性ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工･透水性ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

１．８ 排水性アスファルト舗装工 

 

 １．適用 

車道における排水性アスファルト舗装工事に適用する。 

なお、平均施工幅員が1.4ｍ未満の場合において、１層当り平均仕上り厚さが35mm未満の場

合及び50mmを超える場合、平均施工幅員が2.4ｍ以上の場合において、１層当り平均仕上り厚

さが35mm未満の場合及び65mm以上の場合を除く。 

 

 ２．数量算出項目 

排水性アスファルト舗装面積、導水パイプ延長を区分ごとに算出する。面積＝本線＋すり

つけ部＋非常駐車帯を算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、平均施工幅員、１層当り平均仕上り厚さ、導水パイプの設置の有無、片側車線数、

規格、瀝青材料の規格とする。 

 

  （１）数量算出項目及び区分一覧表  

区 分 

項 目 

平均

施工

幅員 

１層当り

平均仕上

り厚さ 

（mm） 

導水パイ

プの設置

の有無 

片側

車線

数 

規格 

(材料) 

瀝青

材料

の規

格 

単位 数量 備考 

排水性舗装・表層

（車道・路肩部） 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ2   

導水パイプ  －   ○ 
 

ｍ  
平均施工幅

員1.4ｍ未満 

 

 （２）平均施工幅員 

平均施工幅員による区分は、下記のとおりとする。 

① 1.4ｍ未満 

② 2.4ｍ以上 

 

 （３）平均厚さ区分 

排水性アスファルト舗装面積を平均厚さごとに区分して算出する。  

平均施工幅員 平均厚さ 

1.4m未満 
35mm以上45mm未満 

45mm以上50mm以下 

2.4m以上 

35mm以上45mm未満 

45mm以上55mm未満 

55mm以上65mm未満 

 

 （４３）規格区分 

材料の規格を示すとともに、締固め後密度も示す。  

１．８ 排水性アスファルト舗装工 

 

 １．適用 

車道における排水性アスファルト舗装工事に適用する。 

なお、平均施工幅員が1.4ｍ未満の場合において、平均厚さが35mm未満の場合及び50mmを超

える場合、平均施工幅員が2.4ｍ以上の場合において、平均厚さが35mm未満の場合及び65mm以

上の場合を除く。 

 

 ２．数量算出項目 

排水性アスファルト舗装面積、導水パイプ延長を区分ごとに算出する。面積＝本線＋すり

つけ部＋非常駐車帯を算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、平均施工幅員、平均厚さ、導水パイプの設置の有無、片側車線数、規格とする。 

 

  （１）数量算出項目及び区分一覧表  

区 分 

項 目 

平均

施工

幅員 

平均

厚さ 

（mm

） 

導水パイ

プの設置

の有無 

片側車

線数 

規格 

(材料) 
単位 数量 備考 

排水性舗装・表

層（車道・路肩

部） 

○ ○ ○ ○ ○ ｍ2   

導水パイプ  －   ○ ｍ  
平均施工幅員

1.4ｍ未満 

 

 （２）平均施工幅員 

平均施工幅員による区分は、下記のとおりとする。 

① 1.4ｍ未満 

② 2.4ｍ以上 

 

 （３）平均厚さ区分 

排水性アスファルト舗装面積を平均厚さごとに区分して算出する。  

平均施工幅員 平均厚さ 

1.4m未満 
35mm以上45mm未満 

45mm以上50mm以下 

2.4m以上 

35mm以上45mm未満 

45mm以上55mm未満 

55mm以上65mm未満 

 

 （４）規格区分 

材料の規格を示すとともに、締固め後密度も示す。  



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の追加、修正

３－１－15' 

積算上の注意事項

（控え頁）

２／２

改　　正

現　　行

工　　　種  排水性ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工･透水性ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正

１．９ 透水性アスファルト舗装工 

 

 １．適用 

 歩道における透水性アスファルト舗装工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 フィルター層面積、透水性アスファルト舗装面積を区分ごとに算出する。 

 なお、路盤の数量は、「第３編（道路編）１．２路盤工」により算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、平均幅員、１層当り平均仕上り厚さ、規格、締固め後密度とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
項 目 

規格(材料) 平均幅員 
１層当り
平均仕上
り厚さ 

締固め後密度 単位 数量 備考 

フ ィ ル タ ー 層 ○  ○  ｍ2   

透水性ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 ○ ○ ○ ○ ｍ2   

 

 （２）平均厚さ区分 

透水性アスファルト舗装面積を１層当り平均仕上り厚さごとに区分して算出する。 

 

 （３）規格区分 

材料の規格を示すとともに、空隙率（フィルター層は除く）、締固め後密度も示す。 

 

 （４）平均幅員区分 

透水性アスファルト舗装の平均幅員（Ｗ）による区分は、下記のとおりとする。 

① Ｗ≧1.4ｍ 

② Ｗ＜1.4ｍ 

 

 

（透水性アスファルト舗装の構成例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表層　（透水性アスコン）

路盤（クラッシャラン等）

フィルター層（砂等）

路　　　　床

　

１．９ 透水性アスファルト舗装工 

 

 １．適用 

 歩道における透水性アスファルト舗装工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 フィルター層面積、透水性アスファルト舗装面積を区分ごとに算出する。 

 なお、路盤の数量は、「第３編（道路編）１．２路盤工」により算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、平均幅員、平均厚さ、規格、締固め後密度とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 
区 分 

項 目 
規格(材料) 平均幅員 平均厚さ 締固め後密度 単位 数量 備考 

フ ィ ル タ ー 層 ○  ○  ｍ2   

透水性ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 ○ ○ ○ ○ ｍ2   

 

 （２）平均厚さ区分 

透水性アスファルト舗装面積を平均厚さごとに区分して算出する。 

 

 （３）規格区分 

材料の規格を示すとともに、空隙率（フィルター層は除く）も示す。 

 

 （４）平均幅員区分 

透水性アスファルト舗装の平均幅員（Ｗ）による区分は、下記のとおりとする。 

① Ｗ≧1.4ｍ 

② Ｗ＜1.4ｍ 

 

 

（透水性アスファルト舗装の構成例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表層　（透水性アスコン）

路盤（クラッシャラン等）

フィルター層（砂等）

路　　　　床

　



. .

工　　　種  踏掛版工

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の追加

３－１－19

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

１．１３ 踏掛版工 

 

 １．適用 

厚さ０．３５ｍ以上０．６ｍ以下の現場打ちの踏掛版の設置に適用する。 

ただし、主たる鉄筋が太径鉄筋（D38以上D51以下）の場合には適用しない。 

 

 ２．数量算出項目 

コンクリート体積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、コンクリート規格、鉄筋量、ゴム支承の有無、鉄筋材料規格・径とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

コンクリート

規格 
鉄筋量 

ゴム支承

の有無 

鉄筋材料 

規格・径 
単位 数量 備 考 

踏 掛 版 ○ ○ ○ ○ ｍ3   

注）１．アンカーボルトは踏掛版受台にて施工されるため含まない。 

  ２．鉄筋量は、踏掛版１箇所当りの鉄筋量とする（スパイラル筋は含まない）。 

  ３．路盤材の敷設は含まない。 

  ４．コンクリートのロスを含む。 

 

 （２）鉄筋量区分 

①0.08t/ｍ3以上 0.10t/ｍ3未満 

②0.10t/ｍ3以上 0.12t/ｍ3未満 

③0.12t/ｍ3以上 0.14t/ｍ3未満 

④0.14t/ｍ3以上 0.16t/ｍ3未満 

⑤0.16t/ｍ3以上 0.18t/ｍ3未満 

⑥0.18t/ｍ3以上 0.20t/ｍ3未満 

⑦0.20t/ｍ3以上 0.22t/ｍ3未満 

⑧0.22t/ｍ3以上 0.24t/ｍ3未満 

⑨0.24t/ｍ3以上 0.26t/ｍ3未満 

⑩0.26t/ｍ3以上 0.28t/ｍ3未満 

⑪0.28t/ｍ3以上 0.30t/ｍ3未満 

⑫0.30t/ｍ3以上 0.32t/ｍ3未満 

⑬0.32t/ｍ3以上 0.34t/ｍ3未満 

 

 ４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

 

 （１）作業土工は、「第１編（共通編）２章土工」によるものとする。 

１．１３ 踏掛版工 

 

 １．適用 

厚さ０．３５ｍ以上０．６ｍ以下の現場打ちの踏掛版の設置に適用する。 

ただし、主たる鉄筋が太径鉄筋（D38以上D51以下）の場合には適用しない。 

 

 ２．数量算出項目 

コンクリート体積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、コンクリート規格、鉄筋量、ゴム支承の有無、鉄筋材料規格・径とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

コンクリート

規格 
鉄筋量 

ゴム支承

の有無 

鉄筋材料 

規格・径 
単位 数量 備 考 

踏 掛 版 ○ ○ ○ ○ ｍ3   

注）１．アンカーボルトは踏掛版受台にて施工されるため含まない。 

  ２．鉄筋量は、踏掛版１箇所当りの鉄筋量とする（スパイラル筋は含まない）。 

  ３．路盤材の敷設は含まない。 

  ４．コンクリートのロスを含む。 

 

 （２）鉄筋量区分 

①0.08t/ｍ3以上 0.10t/ｍ3未満 

②0.10t/ｍ3以上 0.12t/ｍ3未満 

③0.12t/ｍ3以上 0.14t/ｍ3未満 

④0.14t/ｍ3以上 0.16t/ｍ3未満 

⑤0.16t/ｍ3以上 0.18t/ｍ3未満 

⑥0.18t/ｍ3以上 0.20t/ｍ3未満 

⑦0.20t/ｍ3以上 0.22t/ｍ3未満 

⑧0.22t/ｍ3以上 0.24t/ｍ3未満 

⑨0.24t/ｍ3以上 0.26t/ｍ3未満 

⑩0.26t/ｍ3以上 0.28t/ｍ3未満 

 

 ４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

 

 （１）作業土工は、「第１編（共通編）２章土工」によるものとする。 



. .

 ３－２－29

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の修正

工　　　種  路側工

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

 ２．５．２ 路側工 

 

 １．適用 

 歩車道境界ブロック、地先境界ブロック、インターロッキングブロック、ブロック規格が30cm

×30cm及び40cm×40cmの平板ブロック（透水性ブロック含む）及び視覚障害者誘導用ブロック（

点状ブロック、線状ブロック）の設置工及び撤去工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 歩車道境界ブロック、地先境界ブロックの延長、及びインターロッキングブロック、平板ブロ

ック及び視覚障害者誘導用ブロックの面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、規格、作業区分、基礎砕石の有無、均し基礎コンクリートの有無、養生工の有無 

とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 
規格 

作業

区分 

基礎砕石

の有無 

均し基礎 

ｺﾝｸﾘｰﾄの

有無 

養生工

の有無 
単位 数量 備  考 

歩車道境界ブロック ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

地先境界ブロック ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

インターロッキング 

ブ ロ ッ ク 
○ × × × × ｍ2  

敷材料の厚さ

と種類を明記 

平 板 ブ ロ ッ ク ○ × × × × ｍ2   

視覚障害者誘導用 

ブ ロ ッ ク 
○ × × × × ｍ2  

 

 

 （２）規格区分 

 

平板ブロック   30cm×30cm 
  

   40cm×40cm  
  

 

 ４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

 

 （１）土工（床掘り・埋戻し）、基礎（砕石・コンクリート等）、舗装版切断等が必要な場合は、別

途算出する。 

 ２．５．２ 路側工 

 

 １．適用 

 歩車道境界ブロック、地先境界ブロック、インターロッキングブロック、ブロック規格が30cm

×30cm及び40cm×40cmの平板ブロック（透水性ブロック含む）及び視覚障害者誘導用ブロック（

点状ブロック、線状ブロック）の設置工及び撤去工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 歩車道境界ブロック、地先境界ブロックの延長、及びインターロッキングブロック、平板ブロ

ック及び視覚障害者誘導用ブロックの面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、規格、作業区分、基礎砕石の有無、均し基礎コンクリートの有無規格、養生工の有無 

とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 
規格 

作業

区分 

基礎砕石

の有無 

均し基礎 

ｺﾝｸﾘｰﾄの

有無規格 

養生工

の有無 
単位 数量 備  考 

歩車道境界ブロック ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

地先境界ブロック ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

インターロッキング 

ブ ロ ッ ク 
○ × × × × ｍ2  

敷材料の厚さ

と種類を明記 

平 板 ブ ロ ッ ク ○ × × × × ｍ2   

視覚障害者誘導用 

ブ ロ ッ ク 
○ × × × × ｍ2  

 

 

 （２）規格区分 

 

平板ブロック   30cm×30cm 
  

   40cm×40cm  
  

 

 ４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

 

 （１）土工（床掘り・埋戻し）、基礎（砕石・コンクリート等）、舗装版切断等が必要な場合は、別

途算出する。 



. .

工　　　種  橋梁補強工

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の削除

３－３－46

積算上の注意事項

（控え頁）

１／２

（４）注入材（材料費）の数量は、鋼板巻立て面積（ｍ2）当りの質量(kg)とする。 

１)無収縮モルタルの場合 

下記の式より必要数量を算出する。 

「（鋼板取付面積 10(ｍ2）×注入厚 0.03(ｍ)－裏当て鋼板体積） 

×単位質量 1,850(㎏／ｍ3) ×（１＋割増率）／10(ｍ2)」 

割増率は下表に示す値とする。 
支柱区分 割増率 
Ａ支柱 0.58 
Ｂ支柱 0.55 
Ｃ支柱 0.54 
Ｄ支柱 0.52 
Ｅ支柱 0.61 
Ｆ支柱 0.58 
Ｇ支柱 0.55 
Ｈ支柱 0.54 

 

２）エポキシ樹脂の場合 

下記の式より必要数量を算出する。 

「（鋼板取付面積 10(ｍ2）×注入厚 0.005(ｍ）－裏当て鋼板体積） 

×単位質量 1,200(㎏／ｍ3）×（１＋割増率）／10(ｍ2)」 

割増率は下表に示す値とする。 
支柱区分 割増率 
Ａ支柱 0.42 
Ｂ支柱 0.41 
Ｃ支柱 0.38 
Ｄ支柱 0.36 
Ｅ支柱 0.44 
Ｆ支柱 0.42 
Ｇ支柱 0.39 
Ｈ支柱 0.38 

 

（５）アンカー材（材料費）は、規格（径、長さ等）ごとの本数を算出する。 

 

（６）アンカー注入材（材料費）の使用量は、下表を標準とする。 

（削孔深 1ｍ・100箇所当り） 
アンカー筋径 削孔径（mm） 注入材使用量（kg） 

D16 26 46 
D19 29 52 
D22 32 59 
D25 35 65 
D29 39 74 
D32 42 80 
D35 45 87 
D38 48 93 

 

ただし、これにより難い場合は、次式によるものとする。 

使用量(㎏)＝[(Ｄ2－ｄ2)×π×１／４×Ｌ×100箇所]×Ｍ×(１＋Ｋ)／100箇所 

Ｄ： 削孔径（ｍ） 

ｄ： アンカー材径（ｍ） 

Ｌ： 削孔深（ｍ） 

Ｍ： 単価質量は 1,200 ㎏／ｍ3 とする。 

Ｋ： ロス率は＋0.14 とする。 

（４）注入材（材料費）の数量は、鋼板巻立て面積（ｍ2）当りの質量(kg)とする。 

１)無収縮モルタルの場合 

下記の式より必要数量を算出する。 

「（鋼板取付面積 10(ｍ2）×注入厚 0.03(ｍ)－裏当て鋼板体積） 

×単位質量 1,850(㎏／ｍ3) ×（１＋割増率）／10(ｍ2)」 

割増率は下表に示す値とする。 
支柱区分 割増率 
Ａ支柱 0.58 
Ｂ支柱 0.55 
Ｃ支柱 0.54 
Ｄ支柱 0.52 
Ｅ支柱 0.61 
Ｆ支柱 0.58 
Ｇ支柱 0.55 
Ｈ支柱 0.54 

 

２）エポキシ樹脂の場合 

下記の式より必要数量を算出する。 

「（鋼板取付面積 10(ｍ2）×注入厚 0.005(ｍ）－裏当て鋼板体積） 

×単位質量 1,200(㎏／ｍ3）×（１＋割増率）／10(ｍ2)」 

割増率は下表に示す値とする。 
支柱区分 割増率 
Ａ支柱 0.42 
Ｂ支柱 0.41 
Ｃ支柱 0.38 
Ｄ支柱 0.36 
Ｅ支柱 0.44 
Ｆ支柱 0.42 
Ｇ支柱 0.39 
Ｈ支柱 0.38 

 

（５）アンカー材（材料費）は、規格（径、長さ等）ごとの本数を算出する。 

 

（６）アンカー注入材（材料費）の使用量は、下表を標準とする。 

（削孔深 1ｍ・100箇所当り） 
アンカー筋径 削孔径（mm） 注入材使用量（kg） 

D16 26 46 
D19 29 52 
D22 32 59 
D25 35 65 
D29 39 74 
D32 42 80 
D35 45 87 
D38 48 93 

 

ただし、これにより難い場合は、次式によるものとする。 

使用量(㎏)＝[(Ｄ2－ｄ2)×π×１／４×Ｌ×100箇所]×Ｍ×(１＋Ｋ)／100箇所 

Ｄ： 削孔径（ｍ） 

ｄ： アンカー材径（ｍ） 

Ｌ： 削孔深（ｍ） 

Ｍ： 単価質量は 1,200 ㎏／ｍ3 とする。 

Ｋ： ロス率は＋0.14 とする。 



. .

工　　　種  橋梁補強工

  

改　正　理　由 施工パッケージ化による改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の削除

３－３－49

積算上の注意事項

（控え頁）

２／２

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

足場工 掛ｍ2  

「第３編（道路編）３．２１．

２（２）橋梁補強工（コンクリ

ート巻立て）（２）」参照 

現場溶接 ｍ  

「第３編（道路編）３．２１．

１（１）橋梁補強工（鋼板巻立

て）（１）」参照 

フーチングアンカー削孔・定着 箇所  

「第３編（道路編）３．２１．

１（１）橋梁補強工（鋼板巻立

て）（１）」参照 

アンカー材（材料費） 本  

「第３編（道路編）３．２１．

１（１）橋梁補強工（鋼板巻立

て）（１）」参照 

アンカー注入材（材料費） 本  
「第３編（道路編）３．２１．

１（１）橋梁補強工（鋼板巻立

て）（１）」参照 

現場塗装工 ｍ2   

鉄筋工 ｔ  
「第１編（共通編）４．３．１鉄
筋工」参照 

型枠 ｍ2  
「第１編（共通編）４．２型枠工」
参照 

コンクリート 

（根巻きコンクリート工） 
ｍ3  

「第１編（共通編）４．１コンク
リート工」参照 

 

４．数量算出方法  

   数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

（１） シール材（材料費）の数量は、鋼板巻立て面積（ｍ2）当りの質量(kg)とする。 

縁部、パイプ周りについて、下記の式より必要数量を算出する。 

「シール断面積×シール延長×単位質量 1,700(㎏／ｍ3）×（１＋割増率）」 

割増率は下表に示す値とする。 

 
割増率 

注入材が無収縮モルタルの場合 注入材がエポキシ樹脂の場合 

0.43 0.36 

 

（２）注入材（材料費）の数量は、鋼板巻立て面積（ｍ2）当りの質量(kg)とする。 

１）無収縮モルタルの場合 

下記の式より必要数量を算出する。 

「（鋼板取付面積 10(ｍ2)×注入厚 0.03(ｍ)－裏当て鋼板体積） 

×単位質量 1,850(㎏／ｍ3) ×（１＋割増率）／10(ｍ2)」 

割増率は＋0.44 とする。 

 

２）エポキシ樹脂の場合 

下記の式より必要数量を算出する。 

「（鋼板取付面積 10(ｍ2）×注入厚 0.005(ｍ）－裏当て鋼板体積） 

×単位質量 1,200(㎏／ｍ3）×（１＋割増率）／10(ｍ2)」 

割増率は＋0.31 とする。 

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

足場工 掛ｍ2  

「第３編（道路編）３．２１．

２（２）橋梁補強工（コンクリ

ート巻立て）（２）」参照 

現場溶接 ｍ  

「第３編（道路編）３．２１．

１（１）橋梁補強工（鋼板巻立

て）（１）」参照 

フーチングアンカー削孔・定着 箇所  

「第３編（道路編）３．２１．

１（１）橋梁補強工（鋼板巻立

て）（１）」参照 

アンカー材（材料費） 本  

「第３編（道路編）３．２１．

１（１）橋梁補強工（鋼板巻立

て）（１）」参照 

アンカー注入材（材料費） 本  
「第３編（道路編）３．２１．

１（１）橋梁補強工（鋼板巻立

て）（１）」参照 

現場塗装工 ｍ2   

鉄筋工 ｔ  
「第１編（共通編）４．３．１鉄
筋工」参照 

型枠 ｍ2  
「第１編（共通編）４．２型枠工」
参照 

コンクリート 

（根巻きコンクリート工） 
ｍ3  

「第１編（共通編）４．１コンク
リート工」参照 

 

４．数量算出方法  

   数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

（１） シール材（材料費）の数量は、鋼板巻立て面積（ｍ2）当りの質量(kg)とする。 

縁部、パイプ周りについて、下記の式より必要数量を算出する。 

「シール断面積×シール延長×単位質量 1,700(㎏／ｍ3）×（１＋割増率）」 

割増率は下表に示す値とする。 

 
割増率 

注入材が無収縮モルタルの場合 注入材がエポキシ樹脂の場合 

0.43 0.36 

 

（２）注入材（材料費）の数量は、鋼板巻立て面積（ｍ2）当りの質量(kg)とする。 

１）無収縮モルタルの場合 

下記の式より必要数量を算出する。 

「（鋼板取付面積 10(ｍ2)×注入厚 0.03(ｍ)－裏当て鋼板体積） 

×単位質量 1,850(㎏／ｍ3) ×（１＋割増率）／10(ｍ2)」 

割増率は＋0.44 とする。 

 

２）エポキシ樹脂の場合 

下記の式より必要数量を算出する。 

「（鋼板取付面積 10(ｍ2）×注入厚 0.005(ｍ）－裏当て鋼板体積） 

×単位質量 1,200(㎏／ｍ3）×（１＋割増率）／10(ｍ2)」 

割増率は＋0.31 とする。 
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工　　　種 橋梁付属物工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

  

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

3-4-23

積算上の注意事項

（控え頁）

１／1

４．７ 橋梁付属物工

４．７．１ 伸縮装置工

１．適用

鋼橋上部工のゴム製伸縮装置、鋼製伸縮装置の設置工に適用する。

２．ゴム製伸縮装置

（１）数量算出項目

伸縮装置材料、後打コンクリート等の数量を区分ごとに算出する。

（２）区分

区分は、伸縮装置の本体質量、規格とする。

１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分 本体
規 格 単 位 数 量 備 考

項 目 質量

伸縮装置材料 ○ ｍ

補 強 鉄 筋 ○ ｔ 必要な場合算出

ｺﾝｸﾘｰ ﾄｱﾝｶｰ ○ 本 必要な場合算出
○

3後 打 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ○ ｍ

ｶﾞﾗｽﾛｰﾋﾞﾝｸﾞｸﾛ ○ 層・ｍ 必要な場合算出
ｽ

打継用接着材 ○ ｍ 必要な場合算出2

特 殊 型 枠 ○ ｍ 必要な場合算出

注）１．伸縮装置の製作に必要な材料の数量も算出する。

２）伸縮装置の本体質量区分

伸縮装置の本体質量による区分は、下表のとおりとする。

分 類 本体質量（㎏／1.8m）

軽 量 型 ５０未満

普 通 型 ５０以上１８０以下

重 量 型 １８０を超えるもの

（３）数量算出方法

数量の算出は､「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

１）伸縮継手延長を算出する。

２）伸縮装置の製作に必要な材料の数量を算出する。

３）補強鉄筋等



. .

数式の修正

3-4-16

積算上の注意事項

（控え頁）

１／２

現　　　　 　　　行 改　　　　 　　　正 備　　　　考

.

工　　　種 鋼橋架設工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

　　　

現行どおり 

現行どおり 



. .

数値の修正

数値の修正

数値の修正

工　　　種 鋼橋架設工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　 　　　行 改　　　　 　　　正 備　　　　考

.

3-4-20

積算上の注意事項

（控え頁）

２／２

2.0m以上 

2.0m以上 

2.0m以上 

現行どおり 



. .

工　　　種 橋台・橋脚工

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

表現の修正に伴う
修正

３－７－２

積算上の注意事項

（控え頁）

１／2

３－７－２

７章 橋台・橋脚工

７．１ 橋台・橋脚工

７．１．１ 橋台・橋脚工（１）

１．適用

橋台・橋脚の本体コンクリート打設に適用する。
ただし、逆Ｔ式橋台は構造物高さ１２ｍ未満かつ翼壁厚さ０．４ｍ以上０．６ｍ

以下とし、Ｔ型橋脚は構造物高さ５ｍ以上２５ｍ未満、壁式橋脚は構造物高さ５ｍ
以上２０ｍ未満について、各打設量区分に適用する。

なお、構造物高さ及び打設量が適用を外れる構造物については、橋台・橋脚工
（２）を適用する。

２．数量算出項目

橋台・橋脚本体コンクリート（橋台においては翼壁を含む）、化粧型枠、鉄筋の
数量を区分毎に算出する。

また、基礎砕石（敷均し厚２０ｃｍ以下）、均しコンクリートについては必要の
有無を確認する。

注）１．鉄筋については「第１編（共通編）４．３．１鉄筋工」によるものとする。
２．基礎砕石（敷均し厚２０ｃｍを超える場合）については、「第１編（共通編）９．１

基礎・裏込砕石工、基礎・裏込栗石工」によるものとする。
３．冬期の施工で雪寒仮囲いが必要な場合については、「第１編（共通編）11．６．２

雪寒仮囲い工」によるものとする。
４．逆Ｔ式橋台において水抜パイプが必要な場合は、別途考慮するものとする。

３．区分

区分は、規格、形式とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分 必要性の
規 格 形 式 単 位 数 量 備 考

項 目 有 無

橋台・橋脚本体コンクリ－ト ○ ○ － ｍ ○ 注)２3

基礎 敷均し厚20cm以下 × × ○ － ×

砕石 敷均し厚20cm超え ○ × － ｍ ○2

均しコンクリ－ト × × ○ － ×

化粧型枠 × × － ｍ ○ 必要量計上2

鉄筋 ○ × － ｔ ○

足場 × × (×) － × 注)３

逆Ｔ式橋台のみ
水抜パイプ × × － － ○

必要に応じ計上

注）１．橋台・橋脚本体コンクリートの規格はコンクリート規格とする。
２．橋台・橋脚本体コンクリートの形式は、逆Ｔ式橋台、Ｔ型橋脚、壁式橋脚とし、各

形式における打設量区分については、３．（２）を参照のこと。
３．雪寒仮囲い等で足場が必要な場合及び特殊な足場を別途計上する必要がある場合は、
必要の有無を「×」とし別途算出するなお、一般的な施工をする場合は必要の有無を記載す

る必要はない。

現行通り

現行通り

橋台及び橋脚の施工に適用する。なお，以下の適用を外れる橋台・橋脚について
は，橋台・橋脚工（２）」を適用する。
１－１．適用出来る範囲
（１）構造物高さ５ｍ以上25ｍ未満のＴ形橋脚（円形及び小判型含む）の場合
（２）構造物高さ５ｍ以上20ｍ未満の壁式橋脚（小判型含む）の場合
（３）構造物高さ12ｍ未満かつ翼壁厚0.4ｍ以上0.6ｍ以下の逆Ｔ式橋台の場合
１－２．適用出来ない範囲
（１）同一構造物で，フーチングと躯体のコンクリート強度が異なる場合。
（２）フーチングのみの工事，又は躯体のみの工事の場合。



. .

工　　　種 橋台・橋脚工

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

表現の修正に伴う
修正

３－７－５ ３－７－６

積算上の注意事項

（控え頁）

2／2

７．１．２ 橋台・橋脚工（２）

１．適用

橋台・橋脚工（１）を外れた橋台・橋脚に適用する。

２．数量算出項目

橋台・橋脚本体コンクリート（橋台においては翼壁を含む）、型枠（化粧型

枠）、鉄筋、足場、支保等について、数量を区分毎に算出する。

注）１．コンクリート（橋台・橋脚本体コンクリート）については、「７．１．１橋台・橋脚工

（１）」によるものとする。

ただし、形式については、特に指定は行わない。

２．型枠については、「第１編（共通編）４．２型枠工」によるものとする。

３．鉄筋については、「第１編（共通編）４．３．１鉄筋工」によるものとする。

４．足場については、「第１編（共通編）11．４足場工」によるものとする。

５．支保については、「第１編（共通編）11．５支保工」によるものとする。

６．基礎砕石については、「第１編（共通編）９．１基礎・裏込砕石工、基礎・裏込栗石

工」によるものとする。

７．均しコンクリートについては、「第１編（共通編）４．１コンクリート工」によるも

のとする。

８．冬期の施工で、雪寒仮囲いが必要な場合については、「第１編（共通編）11．６．２

雪寒仮囲い工」によるものとする。

９．逆Ｔ式橋台において、水抜パイプが必要な場合は別途考慮する。

現行通り

現行通り

橋台・橋脚工（１）適用範囲を外れた橋台・橋脚のコンクリート打設に適用す

る。なお，適用可能な形式は，Ｔ形橋脚（円形及び小判型含む），壁式橋脚（小判

型含む）及び逆Ｔ式橋台とし，同一構造物で，コンクリート強度が異なる場合，フ

ーチングのみ又は躯体のみの施工の場合は適用出来ない。適用を外れる橋台・橋脚

する。については，「コンクリート工」等により別途計上



. .

工　　　種 電線共同溝(C･C･BOX)工 

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の追加・削除

 ３－10-15

積算上の注意事項

（控え頁）

１／２

 １０．３．５ 管路工 

 

 １．適用 

 電線共同溝（Ｃ・Ｃ・ＢＯＸ）の設置工事の管路工に適用する。 

・管路材設置：管路呼び径150mm以下の単管を露出部及び埋設部に設置する場合 

・プレキャストボックス工：質量が11,000kg以下のプレキャストボックスブロックの設置作

業の場合 

・蓋設置工：質量が2,000kg以下の蓋の設置作業の場合 

 

 ２．数量算出項目 

 管路工、受金具（材料費）、支持金具（材料費）、管路受台（スペーサ）（材料費）、プレキ

ャストボックス工、蓋設置、蓋（材料費）を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、規格・仕様、作業区分、ボックスブロック１個当り質量、蓋１組当り質量とす

る。 

 
 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
 
項 目 

規格 
・ 
仕様 

作業 
区分 

ﾎﾞｯｸｽ 
ﾌﾞﾛｯｸ1個
当り質量 

蓋1組当り 
質量 

単位 数量 備 考 

管 路 工 ○ ○   ｍ   

受 金 具 （ 材 料 費 ） ○    個   

支持金具（材料費） ○    個   

管路受台（スペーサ） 
（ 材 料 費 ） 

○    個   

プレキャストボックス
工 

○  ○  個  
注2 
(２)その他 １
) 

蓋 設 置 ○   ○ 組  
注3 
(２)その他 ２
) 

注）１．埋設部・露出部毎に算出する。なお、露出部とは、橋梁添架及びトンネル内等設置によ

り露出管路となる部分をいう。 

２．特殊部（プレキャストボックス）は、下部床版、側壁、継壁、上部床版からなる個々の

ブロックより構成される。計上するボックスブロック個数は、継壁、蓋、受枠を除くブロ

ック数を計上する。なお、継壁質量は隣接する側壁に含めるものとする。また、上部床版

質量は、蓋及び受枠質量は含めないものとする。 

３．蓋１組当り質量は、受枠も含めた１組当り質量を計上する。 

 １０．３．５ 管路工 

 

 １．適用 

 電線共同溝（Ｃ・Ｃ・ＢＯＸ）の設置工事の管路工に適用する。 

・管路材設置：管路呼び径150mm以下の単管を露出部及び埋設部に設置する場合 

       露出部に単管（呼び径150mm以下）を設置する場合 

       埋設部に単管・ＦＡ管（呼び径150mm以下），ボディ管（呼び径200mm（さや

管12条以下），250mm（さや管21条以下）），多条管（可とう性のある波付き管

路材で呼び径150mm以下）を設置する場合 

・プレキャストボックス工設置：質量が11,000kg以下のプレキャストボックスブロックの設

置作業の場合 

・蓋設置工：質量が2,000kg以下の蓋の設置作業の場合 

 

 ２．数量算出項目 

 管路工材設置、受金具（材料費）、支持金具（材料費）、管路受台（スペーサ）（材料費）、

プレキャストボックス工設置、蓋設置、蓋（材料費）を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、規格・仕様、作業区分、ボックスブロック１個当り質量、蓋１組当り質量とす

る。 

 
 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
 
項 目 

規格 
・ 
仕様 

作業 
区分 

ﾎﾞｯｸｽ 
ﾌﾞﾛｯｸ1個
当り質量 

蓋1組当り 
質量 

単位 数量 備 考 

管 路 工 材 設 置 ○ ○   ｍ   

受 金 具 （ 材 料 費 ） ○    個   

支持金具（材料費） ○    個   

管路受台（スペーサ） 
（ 材 料 費 ） 

○    個   

プレキャストボックス
工 設 置 

○  ○  個  
注2 
(２)その他 １
) 

蓋 設 置 ○   ○ 組  
注3 
(２)その他 ２
) 

注）１．埋設部・露出部毎に算出する。なお、露出部とは、橋梁添架及びトンネル内等設置によ

り露出管路となる部分をいう。 

２．特殊部（プレキャストボックス）は、下部床版、側壁、継壁、本体（上部床版、下部床

版）からなる個々のブロックより構成される。計上するボックスブロック個数は、継壁、

蓋、受枠を除く側壁、本体（上部床版、下部床版）によるブロック数を計上する。なお、

継壁質量は隣接する側壁に含めるものとする。また、上部床版躯体質量は、蓋部、調整リ

ング及び受枠質量はを含めないものとする。 

３．蓋１組当り質量は、蓋部、調整リング及び受枠も含めた１組当り質量を計上する。 
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図の変更

工　　　種 電線共同溝(C･C･BOX)工

  

改　正　理　由 土木工事標準積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

図の変更

 ３－10-16

積算上の注意事項

（控え頁）

２／２

 （２）その他 

１）プレキャストボックス 

下図のとおり、プレキャストボックス１箇所ごとにプレキャストボックスブロック質量区

分別個数を算出する。ただし、個々のプレキャストボックスブロック質量を併記すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレキャストボックスブロック１個当り質量区分 

①1,000kg以下 

②1,000kg超～4,000kg以下 

③4,000kg超～11,000kg以下 

 

２）蓋 

下図のとおり、蓋１組当りの質量を算出し、質量区分ごとに組数を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓋１組当り質量区分 

①200kg 以下 

②200kg 超～800kg以下 

③800kg 超～2,000kg以下 

 

 （２）その他 

１）プレキャストボックス 

下図のとおり、プレキャストボックス１箇所ごとにプレキャストボックスブロック質量区

分別個数を算出する。ただし、個々のプレキャストボックスブロック質量を併記すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレキャストボックスブロック１個当り質量区分 

①1,000kg以下 

②1,000kg超～4,000kg以下 

③4,000kg超～11,000kg以下 

 

２）蓋 

下図のとおり、蓋１組当りの質量を算出し、質量区分ごとに組数を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓋１組当り質量区分 

①200kg 以下 

②200kg 超～800kg以下 

③800kg 超～2,000kg以下 
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